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１． 研究成果の概要 

１.１ 研究の概要 

 環境問題の根源となる人間の社会経済活動を持続可能なものとする環境と経済が両立する持続可能

社会への転換に貢献するためには、人間と環境を広く研究の視野に入れて、社会経済活動と環境問題と

の関わりを解明するとともに、環境と経済の調和した持続可能な社会のあり方とそれを実現するための

対策・施策を提示する必要がある。  

 持続可能な社会の早期実現を目指して、社会環境システム研究分野の調査・研究を実施する。特に、

環境・社会・経済のモデル開発と改良を進め、内外の諸問題へ適用し、現状及び政策分析を進めるとと

もに、国内及び世界を対象とした持続可能性の検討、シナリオ・ビジョンの構築、持続可能な生産と消

費のあり方の検討を行う。 

 具体的には、持続可能な社会に向けた実現シナリオやロードマップの構築と実現方策の立案、持続可

能な都市のあり方の検討、コベネフィット型の環境都市とモデル街区のシステム設計と社会実証に関す

る研究など、持続可能な社会の構築に重点をおいた研究を推進する。また、これらに関連して、環境意

識等に関するモニタリングや社会と科学に関するコミュニケーション、環境政策の経済的評価や効果実

証と制度設計など基盤的な研究を行う。 

様式１ 



 

 以上の調査・研究を推進することにより、以下の方向を目指す。  

① 持続可能な社会の将来シナリオの基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済のビジョン

を、シナリオアプローチにより分析し、今後生じうる様々な環境問題を想定しつつ、持続可能な社

会実現に必要な対策や社会・経済のあり方、消費やライフスタイルのあり方を定性的及び定量的に

提示する。  

② 人間活動から発生する環境負荷の環境資源と都市活動への影響を解析する環境シミュレーションを

踏まえつつ、環境影響の低減と社会経済の改善を同時に実現するコベネフィット型の技術と施策を

組み合わせる環境ソリューションとその計画システム及び評価方法論を構築する。 

③ 統合評価モデルや環境経済モデルの開発・改良を進め、上記①及び②への適用、内外の諸問題へ適

用し、現状及び政策分析を進めるとともに、環境政策の経済的評価や効果実証などの研究を行う。  

 ①及び②は、それぞれ先導研究プログラム「持続可能社会転換方策研究プログラム」、「環境都市シ

ステム研究プログラム」を中心に研究を進める。③については、本研究センターの当該分野の研究

活動（基盤的研究）として進める。 

 以上は、当初の研究計画であるが、本年3月11日に発生した東日本大震災は、地震、津波、原子力発

電所の事故による放射性物質の放出など、社会、経済、環境、人々の生活の多大な影響をもたらした。

社会環境システム研究分野を担当する当研究センターとしては、大震災からの復旧・復興に資する調査

研究、とくに復興都市づくりや地域づくり、大震災後のエネルギー対策と温暖化防止対策の検討など、

研究プログラム及び基盤的研究の一部研究計画を変更して、対応することとした。 

  

１.２ 今年度の実施計画概要（平成２３年度国立環境研究所年度計画に準ずる。） 

 持続可能社会に向けた実現シナリオ・ロードマップの構築と実現方策の立案、持続可能な都市のあり

方の検討、コベネフィット型の環境都市とモデル街区のシステム設計と社会実践に関する研究など、持

続可能な社会の構築に重点をおいた研究を推進する。また、これらに関連して、環境意識等に関するモ

ニタリングや社会と科学に関するコミュニケーション、環境政策の経済的評価や効果実証と制度設計な

ど基盤的な研究を行う。 

 このために、2つの先導研究プログラムを進めるとともに、当該研究分野の基盤的研究として、特別

研究、大震災対応型研究、基盤研究プロジェクト、外部競争的資金による研究、経常研究を実施する。

また、国際的な活動を積極的に展開することにより、研究関連情報を得るとともに、得られた研究成果

を発信することにも務める。 

 

１）持続可能社会転換方策研究プログラム 

 持続可能な社会の将来シナリオの基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済のビジョンを、

シナリオアプローチにより分析し、持続可能な社会実現に必要な対策や社会・経済のあり方、消費やラ

イフスタイルのあり方を定性的及び定量的に検討するための基本的な枠組みを提示するとともに、今後

生じうる様々な環境問題を関連文献資料などのレビュー、あるいは専門家ヒヤリング、ワークショップ

を通じて抽出する作業に着手する。また、大震災対応として、エネルギー対策と温暖化防止対策の今後

のあり方の検討、今夏東日本で発令された電力使用制限令下での省エネ・節電の実態や効果についても

検討する。平成 23 年度の研究目標と成果については、別途様式３にまとめている。 

 

２）環境都市システム研究プログラム 

  人間活動から発生する環境負荷の環境資源と都市活動への影響を解析する環境シミュレーションを

踏まえつつ、環境影響の低減と社会経済の改善を同時に実現するコベネフィット型の技術と施策を組み



 

合わせる環境ソリューションとその計画システム及び評価方法論の構築にむけて、基本的な枠組みにつ

いて検討する。また、必要な技術と施策に関する情報および内外の既存優良事例を体系的に収集・整理

する作業に着手するとともに、環境ソリューションの計画システムおよび評価方法の概念整理を行う。

次に、持続可能な都市・地域の計画策定に貢献するよう、都市・地域の空間構造を明らかにし、その実

現シナリオをロードマップとして提示する。東日本の被災地においては、復旧から復興都市づくり、地

域づくりへと地域の再生・復興が進んでいる。国立環境研が従来進めてきた環境都市づくりに関わる研

究成果を活用して、安全安心で低炭素な都市づくり、地域づくりに積極的に貢献することを目指し、調

査研究を実施する。平成 23 年度の研究目標と成果については、別途様式３にまとめている。 

 

３）基盤的研究 

 本研究センターの基盤的研究として、２つの先導研究プログラムに含まれない、以下の研究課題を実

施した。個々の研究課題の平成 23 年度の研究目標と成果については、別途様式２にまとめている。 

（１）特別研究  

 ① 世界の水資源評価に関する長期シナリオ研究（平成 21～23 年度）  

（２）震災対応型研究  

 ① 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと事後分析に基づく持続可能なワー

クスタイルの実証研究(平成 23 年度）  

 ② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検討（復興に向けた環境地域計画システム研究会）（平成

23 年度より開始） 

 ③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮したシナリオ解析（平成 23 年度より開始） 

（３）基盤研究プロジェクト（平成 23～24 年度） 

 ① 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討 

 ② 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築 

 ③ 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 

 ④ 気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の事例 

 ⑤ 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理 

 ⑥ 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査  

（４）外部競争的資金による研究プロジェクト（主要なもの） 

  ① アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の開発とその普及に

関する総合的研究 

 ② JICA-JST アジア地域における低炭素ネットワークの構築 

 ③ 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究 

 ④ 東京都適応プロジェクト 

 ⑤ 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖化政策の効果と影響 

 ⑥ 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究 

 ⑦ 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに関する実証的研究 

 ⑧ 東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考慮した大気環境管理の推進に

関する総合的研究 

（５）経常研究  

 ① 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関する基礎的研究  

 ② 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究  

  ③ 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備 



 

  ④ 低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する研究  

 

４）国際的活動 

①気候変動枠組条約、京都議定書交渉への貢献 

 温暖化防止や適応の国際交渉に専門家として参画して、交渉時の情報を得るとともに、今後の方針な

どの議論に際して助言などを行う。 

②IPCC への貢献  

 第 5 次報告書については執筆者 4名、特別報告書（極端気象現象、再生可能エネルギー）については

執筆者 2名が報告書作成を担当し、執筆者会合などに出席している。また、IPCC の新たな世界共通の社

会経済シナリオ（SSP:Shared Socio-economic Pathway)は、今後の温暖化防止対策の前提条件として使

用されることから、作成当初から参画し、統合評価モデルの計算結果を提供するなど、積極的に協力を

行っている。 

③ 統合評価モデルに関する国際ネットワークへの参画  

 統合評価モデリング・コンソーシアム（IAMC）、エネルギーモデリング・フォーラム（EMF）、アジア

モデリング・エクササイズ（AME）、低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-Rnet）などに参画して、研

究成果などを提供している。JICA-JST の地球規模課題対応国際科学技術協力(SATREPS、対象国マレーシ

ア）を京都大学と協力して進める。その他、 低炭素社会シナリオ作成、統合評価モデル・経済モデル

のトレーニングワークショップを開催して、途上国若手研究者へ統合モデルや低炭素社会構築の方法に

ついて情報提供を行う。 

④環境都市関連の国際活動  

 中国瀋陽市の環境都市に関する連携研究を進めるとともに、研究成果を報告する一連の国際シンポジ

ウムを開催した。  

⑤国連環境計画（UNEP）の地球環境アウトルック（GEO5）作成への協力 

 国連環境計画の進める GEO5 の編集作業に協力する。 

 

１.３ 研究予算 

   （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 ８８．８      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 

 

 
     

1)環境省環境研究総合

推進費 
１８９．４      

2)文部科学省科学研究

費助成事業 
７．７      



 

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

 

 
     

④その他の外部資金 

1)民間受託研究 

 

６０．５ 

 

     

総額 ３４６．４      

注 1. 括弧内は、再委託費を含めた金額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１.４ 平成２３年度研究成果の概要（社会環境システム研究分野） 

構成するプログ

ラム・基盤整備、

その他活動 
平成２３年度の目標と成果（成果の活用状況を含む） 

当該分野の研究

活動 

 2 つの先導研究プログラムの立ち上げを行うとともに、大震災後の対応研究も含め基盤的研究を実施する。 

・先導研究プログラムとして、持続可能社会に向けた実現シナリオ・ロードマップの構築と実現方策の立案、持続可能な都市のあり

方の検討、コベネフィット型の環境都市とモデル街区のシステム設計と社会実践に関する研究など、持続可能な社会の構築に重点を

おいた研究を推進する。 

・これらに関連して、基盤的研究として、特別研究、大震災対応型研究、基盤研究プロジェクト、外部競争的資金研究、国際的活動

を実施する。 
研究プログラム

１）「持続可能社

会転換方策研究

プログラム」 

 持続可能な社会の将来シナリオの基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済のビジョンを、シナリオアプローチにより

分析し、持続可能な社会実現に必要な対策や社会・経済のあり方、消費やライフスタイルのあり方を定性的及び定量的に検討するた

めの基本的な枠組みを提示するとともに、今後生じうる様々な環境問題を関連文献資料などのレビュー、あるいは専門家ヒヤリング、

ワークショップを通じて抽出する作業に着手する。 

ＰＪ１：持続可能指標レビュー、社会・経済の叙述シナリオ作成の準備、統合評価モデルの改良を実施する。 
ＰＪ２：大震災前後の意識変化の調査、持続可能な消費研究のレビューを行う。 
 また、大震災対応として、エネルギー対策と温暖化防止対策のあり方の検討、今夏東日本で発令された電力使用制限令下の省エネ・

節電の実態、効果、課題について大震災対応型研究と連携して実施する。平成 23 年度の研究目標と成果については、様式３にまとめ

ている。 
研究プログラム

２）「環境都市シ

ステム研究プロ

グラム」 

・人間活動から発生する環境負荷の環境資源と都市活動への影響を解析する環境シミュレーションを踏まえつつ、環境影響の低減と

社会経済の改善を同時に実現するコベネフィット型の技術と施策を組み合わせる環境ソリューションとその計画システム及び評価方

法論の構築にむけて、基本的な枠組みについて検討する。 

・必要な技術と施策に関する情報および内外の既存優良事例を体系的に収集・整理する作業に着手するとともに、環境ソリューショ

ンの計画システムおよび評価方法の概念整理を行う。 

・また、持続可能な都市・地域の計画策定に貢献するよう、都市・地域の空間構造を明らかにし、その実現シナリオをロードマップ

として提示する。 東日本の被災地においては、復旧から復興へと進んでいる。従来進めてきた環境都市づくりに関わる研究成果を適

用して、安全安心で低炭素なまちづくりに積極的に貢献することを目指し調査研究を進める。 

 平成 23 年度の研究目標と成果については、様式３にまとめている。 
３）基盤的研究 

(1)特別研究 

 世界の水資源評価に関する長期シナリオ研究（平成 21～23 年度）については、本年度が最終年度であり、成果のとりまとめを中心

に研究を進めた。環境科学会 2011 年会の２つの企画セッションに応募し、外部研究者の発表も含めて、15 件の発表からなるセッショ

ンとなった。水資源モデル H08 のサブモデルとして、水需要モデル、農作物国際貿易モデルが完成したことから、今後これらのモデ

ルを種々に分野の応用する予定である。 



 

(2)大震災対応研

究 

 国立環境研究所の省エネ・節エネの解析、大震災後のエネルギー供給のシナリオ分析を行う。 

① 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと事後分析に基づく持続可能なワークスタイルの実証研究  

② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検討（復興に向けた環境地域計画システム研究会） 

③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮したシナリオ解析 
(3)基盤研究プロ

ジェクト 

 センター内公募型の研究課題として 6課題を選定して、2カ年の研究期間で開始した。 

① 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討 

② 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築 

③ 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 

④ 気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の事例 

⑤ 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理 

⑥ 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査  
(4)外部競争的資

金研究 

 外部競争的資金研究は、前中期計画から継続している課題が多い。各研究課題を 2つの研究プログラム、基盤的研究に関連付けをし

つつ、進めた。 

① アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の開発とその普及に関する総合的研究 

② JICA-JST アジア地域における低炭素ネットワークの構築 

③ 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究 

④ 東京都適応プロジェクト 

⑤ 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖化政策の効果と影響 

⑥ 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究 

⑦ 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに関する実証的研究 

⑧ 東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考慮した大気環境管理の推進に関する総合的研究 

(5)経常研究  社会環境システム研究分野の基礎的研究としてデータ整備、モデル作成、政策分析などを進めた。 

① 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関する基礎的研究  

② 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究 

③ 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備 

④ 低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する研究  

４）国際的活動  国際的な共同研究の実施、研究情報・データの入手、研究成果の国際的発信などを通じて、気候変動枠組条約の国際交渉の分析や

国際的な研究ネットワークの構築を行う。 

① 気候変動枠組条約、京都議定書交渉 

② IPCC への貢献 

③ 統合評価モデルに関する国際ネットワークへの参画、途上国若手研究者を対象としたモデルトレーニングワークショップの開催 

④ 環境都市関連の国際調査研究の推進 

⑤ 国連環境計画（UNEP）の地球環境アウトルック（GEO5）作成への協力など 



 

 
１.５ 今後の研究展望 

 第１回外部研究評価委員会で指摘された事項について、当研究センターの研究活動に関連した対応を

以下に示した。 

 

①外部研究機関研究者との連携 

 持続可能社会転換方策研究プログラムでは、将来シナリオ構築にあたり、横断型基幹科学技術研究団

体連合（横幹連合）とワーキンググループを設置して共同研究を開始した。環境都市システム研究プロ

グラムでは、前中期計画から進めている中国瀋陽市や川崎市の環境都市実証研究を九州大学、名古屋大

学などの研究者と協力して実施している。 

 外部競争的資金研究については、大型の戦略研究プロジェクトの総括班・事務局機能を担当している

ことから、大学、研究独法、自治体と協力して研究を進めている。例えば、環境研究総合推進費の温暖

化影響・適応に関する戦略研究では、160 名以上が参画している。当研究センターの研究者は職員 20 名、

特別研究員など 23 名（11 月 1 日現在）と小規模な研究センターであり、不足する研究分野や人材を外

部研究者との連携により補完して研究を進めている。 

 

②人文社会科学の研究分野との協力 

 当研究センターの人文社会科学系の研究者（職員）は、5名と限られている。とくに持続可能社会の

シナリオ構築などでは、人文社会科学系の研究者の協力が必須であることから、内外の研究所や研究者

と研究協力を進めている。例えば、持続可能な消費については、国連環境計画などとの研究協力を進め

ている。また、温暖化防止対策としての中長期目標達成の将来シナリオやロードマップに関する研究で

は、工学系研究者が経済専門家とともに、モデル開発、応用を行うなど文理融合を意識しつつ研究を進

めている。 

 

③大震災後のエネルギー供給のあり方などへの対応 

 これまでの将来シナリオ研究では、日本の産業や国民生活を支えるエネルギー供給については国の政

策を前提としてモデル解析や予測を行ってきたが、今回の大震災にともなう原子力発電所の停止は、将

来シナリオ研究のあり方について再検討することが必要となっている。より多様なエネルギー供給（エ

ネルギーミックス）と需要サイド（省エネ・節電）を考慮したシナリオ構築など、内外の情勢も考慮し

て進める必要がある。なお、研究プログラムに関わる外部研究評価委員の指摘事項については、様式３

に対応を記載した。 

 

１．６ 自己評価 

１）持続可能社会の考え方 

 温暖化防止対策の中長期目標として、低炭素社会構築が、将来シナリオ研究の重要なテーマであった

が、大震災後に人間活動の原動力であるエネルギーや電力不足がもたらした社会、経済、環境への影響

は予想以上に大きい。これらの影響を客観的なデータとしてとらえ、分析したうえで、将来シナリオ研

究に活かすことが重要と考えている。また、環境面からのシナリオアプローチでは、安全安心の社会を

基礎としているが、明示的に扱ってこなかった。今後、温暖化防止対策を最大限進めたとしても、気温

上昇は続き、昨今内外で多発している熱波、豪雨、洪水などの発生を止めることはできない。一方、日

本の社会は、高齢化が進み、環境災害に対して脆弱になってきている。本研究センターが目標とする持

続可能社会の構築へ貢献するために、こうした社会の脆弱性を如何に補強して、環境災害に対しても回

復可能(resilient)な社会としていくことが重要となってきた。社会、経済、環境の急激な変化をシナ

リオ分析のみでとらえることは非常に難しいので、常に他分野の研究動向を見極めつつ、また他分野の

研究者の協力を得つつ、本研究センターの目標にむけての活動を進めていく必要があると考えている。 

 

２）内外の研究機関、研究者とのより強力な協力の推進 

 １.５でも記したが、限られた研究者による研究では、欠ける分野がでてくるので、広く内外の研究

者と協力して研究を進めることが必要である。また、条約交渉や IPCC、UNEP などへの協力関係も、時

間的制約もあり難しい面もあるが、うまく管理運営していきたい。 

 

３）研究成果の広報 

 論文化して研究成果を学術的に評価してもらうと同時に、より分かりやすく研究成果を見せる工夫を



 

していく必要がある。とくに将来シナリオ研究に期待される成果は、将来を実感できる情報やデータで

ある。このことを考慮して、研究の進捗に応じて、研究成果をもりこんだ環境アウトルックの作成を持

続可能社会転換方策研究プログラムを中心に進める。 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  １９       ３８ 

 

８ 

国内       国外 

  ４６       ３１ 

 

１ 

 

 

 



社会環境システム研究センター

環境に配慮した持続可能社会の実現
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価
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当該分野の研究活動                       

（研究プログラムと個別評価を受ける環境研究の基盤整備を除く）  

 

代表者： 社会環境システム研究センター  

     センター長 原澤英夫 

  

構成者：  

社会環境システム研究センター 

 [フェロー]                      甲斐沼美紀子 

 [環境経済・政策研究室]     日引聡（室長）、須賀伸介、久保田泉（主任研究員）、岡川梓（研究員）、

宮脇幸治（特別研究員） 

 [環境計画研究室]               青柳みどり（室長）、一ノ瀬俊明（主任研究員） 

 [統合評価モデリング研究室]     増井利彦（室長）、高橋潔（主任研究員）、花岡達也（主任研究員）、金

森有子（研究員）、明石修（特別研究員）、藤森真一郎（特別研究員）、

Shin Yonghee(特別研究員）、長谷川知子（JSPSフェロー）、岩渕裕子

（准特別研究員） 

 [持続可能社会システム研究室]    亀山康子（室長）、肱岡靖明（主任研究員）、藤野純一（主任研究員）、

芦名秀一（研究員）、加用現空（特別研究員）、森田香菜子（特別研究

員）、Diego Silva Herran(特別研究員）、須田真依子（准特別研究員）、

朝山由美子（准特別研究員） 

 [環境都市システム研究室]         藤田壮（室長）、松橋啓介（主任研究員）、藤井実（主任研究員）、平野

勇二郎（特任研究員）、有賀敏典（特別研究員）、孫頴（特別研究員）、

村山麻衣（准特別研究員） 

 [主席研究員]                     森保文 

 

 ※所属・役職は11月１日時点のもの。 

 

１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

 環境問題の根源となる人間の社会経済活動を持続可能なものとする環境と経済が両立する持続可能社会へ

の転換に貢献するためには、人間と環境を広く研究の視野に入れて、社会経済活動と環境問題との関わりを

解明するとともに、環境と経済の調和した持続可能な社会のあり方とそれを実現するための対策・施策を提

示する必要がある。  

 持続可能社会の早期実現を目指して、社会環境システム研究分野の調査・研究を実施するが、とくに社会

環境システム研究センターでは、環境・社会・経済のモデル開発と改良を進め、内外の諸問題へ適用し、現

状分析及び政策分析を進めるとともに、国内及び世界を対象とした持続可能性の検討、シナリオ・ビジョン

の構築、持続可能な生産と消費のあり方の検討を進める。 

 具体的には、１）先導研究プログラム「持続可能社会転換方策研究プログラム」で、持続可能社会に向け

た実現シナリオ・ロードマップの構築と実現方策の立案を検討し、２）先導研究プログラム「環境都市シス

テム研究プログラム」で、持続可能な都市のあり方の検討、コベネフィット型の環境都市とモデル街区のシ

ステム設計と社会実践に関する研究などを進め、持続可能な社会の構築を目指した研究を推進する。 

様式 2 



 また、２つの先導研究プログラムに直接成果を活用できる研究や当該研究分野として実施すべき新たな課

題の研究などを、本研究センターの研究活動の一環として実施する。具体的には、当研究センター予算によ

る基盤研究プロジェクト（センター内公募により募集、選考した6つのプロジェクト）、大震災後のエネルギ

ー対策と温暖化防止対策の検討や電力使用制限下での国立環境研究所の節電の効果評価などの大震災対応型

研究、地球温暖化の影響・適応・緩和策や環境都市に関する外部競争的資金研究、経常研究など基盤的研究

を進める。これらの研究を総称して基盤的研究と呼ぶ。 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

 ここでは、「持続可能社会転換方策研究プログラム」及び「環境都市システム研究プログラム」に含まれな

い、基盤的研究を構成する研究課題・プロジェクトを一覧とした。各研究課題・プロジェクトの平成23年度

の研究目標と成果の概要については、１．４にとりまとめた（経常研究は省略した）。 

 

（１）特別研究  

 ① 世界の水資源評価に関する長期シナリオ研究（平成21～23年度）  

（２）震災対応型研究  

 ① 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと事後分析に基づく持続可能なワークス

タイルの実証研究(平成23年度）  

 ② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検討（復興に向けた環境地域計画システム研究会）（平成23 年

度より開始） 

 ③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮したシナリオ解析（平成23年度より開始） 

（３）基盤研究プロジェクト（平成23～24年度） 

 ① 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討 

 ② 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築 

 ③ 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 

 ④ 気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の事例 

 ⑤ 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理 

 ⑥ 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査  

（４）外部競争的資金による研究プロジェクト（主要なもの） 

  ① アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の開発とその普及に関する

総合的研究 

 ② JICA-JSTアジア地域における低炭素ネットワークの構築 

 ③ 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究 

 ④ 東京都適応プロジェクト 

 ⑤ 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖化政策の効果と影響 

 ⑥ 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究 

 ⑦ 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに関する実証的研究 

 ⑧ 東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考慮した大気環境管理の推進に関す

る総合的研究 

（５）経常研究  

 ① 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関する基礎的研究  

 ② 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究  

  ③ 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備。 

  ④ 低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する研究  



 

１.３ 研究予算 

（実績額、単位：百万円） 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 累計 

①運営費交付金 ３８．２      

②総合科学技術会議が示

した競争的資金 
１６１．５      

③②以外の競争性のある

資金(公募型受託費等) 
０      

④その他の外部資金 ４５．４      

総額 ２４５．１      

 



１.４ 平成２３年度研究成果の概要（社会環境システム研究分野の研究活動） 

構成するプロジェク

ト・活動等 
平成２３年度の目標 平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

（特別研究） 

世界の水資源評価に関

する長期シナリオ研究

（平成21～23年度） 

 東京大学と共同開発した全球水

資源モデルH08は、自然の水循環

と人間の水利用を統合的に扱い、

地球温暖化が世界の水や食料に及

ぼす影響を評価したり、人間と自

然の水利用の競合を全球規模で評

価することができる。H08を拡張

し、世界の水資源評価の高度化を

行うために、本研究では、(1)工業

用水需要予測モデルおよび生活用

水需要予測モデルを開発し、(2)

農作物の貿易モデルを開発し、(3)

これらのサブモデルをH08に組み

入れることを目的とする。将来の

水資源統合評価を行う。 

平成23年度目標： 

1) 工業用水需要モデル、生活用

水需要モデルを開発し、将来シナ

リオを作成する。 

2) 農作物別国際貿易モデルを完

成させ、農作物貿易によるバーチ

ャルウォーターに移動に関して、

将来シナリオを作成する。 

3) 他のサブ課題で開発した水需

要モデルを全球水資源モデルH08

1） 水需要モデルを完成させた。 

 5カ年77カ国データを用い、統計的手法を用いて、水道へのアクセス率モデル、水需要モデル

のパラメータ推計を行い、水道へのアクセス率や水需要を決定する要因を明らかにし、次式のよ

うなモデルを完成させた。推計結果から、 

① 一人当たりの所得（一人当たり実質 GDP）が高いほど、都市人口が多いほど、水道へのアク

セス率が上昇することが明らかとなった。 

② 一人当たりの水需要量は、世帯人員数が多くなるほど減少し、一人当たり実質 GDP が大きく

なるほど増加することが分かった。 

③ 特に、一人当たり実質 GDP が大きくなることによる水需要量の増加の効果は、世帯人員の多

い国ほど小さくなることが分かった。 

 今年度後半に、人口、実質GDPなどの将来シナリオを前提として、将来のシミュレーションを

行うことを予定している。 

2） 農作物国際貿易モデルを完成させた。 

農作物の2国間貿易のデータを用い、重力モデルを応用し、農作物別に２国間相対貿易モデル

を構築し、経済成長、気候条件（降雨量、気温変化）が二国間貿易に及ぼす影響を分析した。主

要な作物（小麦、米、トウモロコシ）を例に分析結果をまとめると、以下の通りである。 

① 小麦、米、トウモロコシのいずれにおいても、輸出国の GDP の成長は輸出国の輸出量を増や

す。輸出に対する輸出国のGDPの弾力性は、0.15～0.6であった。 

② 小麦、米、トウモロコシのいずれにおいても、輸入国の GDP の成長は輸出国の輸出量を増や

す。輸出国の輸出に対する輸入国の GDP の弾力性は、0.02～0.2 であり、輸出国の GDP が輸

出に与える影響の方が、輸入国のGDPの影響より大きい。 

③ 米のGDP弾力性は、小麦やトウモロコシと比較して小さく、経済成長の影響を受けにくい。 

④ 気温や降水量は、小麦、米、トウモロコシの貿易に影響を与える。小麦では、18.9℃より気

温の高い輸出国では、気温上昇は小麦の輸出を増やすが、それより気温の低い国では、気温

上昇は、小麦の輸出を減らす。また、輸入国における、気温上昇は、小麦輸入を減らす要因



に組み込み、将来の水資源評価を

行う。 
となる。米及びトウモロコシについては、輸出国気温上昇は、米の輸出を増やすが、輸入国

の気温上昇は、輸入国にとっての輸入を減らす要因となる。 

⑤ 小麦については、 輸出国の降水量増加は、輸出国の輸出を減らすが、輸入国の降水量増加は、

輸入国の輸入を減らす。 

⑥ 米については、輸出国の降水量増加は、輸出国の輸出を減らすが、輸入国の降水量増加は、

輸入国の輸入を増やす。 

⑦ トウモロコシについては、輸出国の降水量増加は、輸出国のトウモロコシ輸出を増やすが、

輸入国の降水量増加は、輸入国の輸入を減らす。 

今年度の残りの期間中に、人口、実質 GDP などの将来シナリオを前提として、このモデルを

用いて、国別、農作物別に農作物の輸出に関するシミュレーションを実施、輸出の変化に伴

う、バーチャルウォター（輸出作物生産国での貿易に伴う農業用水需要の影響）について将

来のシミュレーションを行うことを予定している。 

3） 全球水資源モデルH08と開発されたサブモジュール（工業用水需要モデル、生活用水需要モ

デル、農作物貿易モデル）とのリンクを完成させた。図１は将来推計結果の一例である。 

今年度後半に、完成したモデルを用いて、将来の世界全体の水資源評価を行う。 

  図１ 生活用水需要の将来推計結果の例 

 



（大震災対応） 

①国立環境研究所にお

ける省エネルギー対策

シミュレーションと事

後分析に基づく持続可

能なワークスタイルの

実証研究 

 国立環境研究所をフィールド

に、2009年 4月以降の電力計測

データおよび各種統計データを

用いて用途要因別の毎時棟別電

力消費量を明らかにし、研究水準

を向上させつつ省電力を達成で

きる対策を立案するとともに、事

後分析により効果を定量的に把

握し、もって長期的に継続実施可

能な省電力型ワークスタイルを

提案する。 

 本研究では、国立環境研究所をフィールドに、研究所特有の電力消費構造を明らかにするとと

もに、省電力目標を達成する対策を整理して実証データに基づき効果を定量評価した。その結果、

国立環境研究所においては、人間の作業に関わる電力消費は約1/4であり、ほとんどが実験施設・

機器由来の電力消費であることがわかった。特に、恒温・恒湿室の占める割合は高く、また温度・

湿度への依存性が高いことから、特に夏期の省電力においては恒温・恒湿条件の見直しが大きな

効果を発揮することが明らかとなった。 

 このことから、研究所において持続可能かつ電力消費量の低いワークスタイルとは、PC等のOA

機器や照明の適正利用は当然として、なにより実験条件について適切な水準のもとで研究するこ

とであり、特に他の対策と比較して電力消費量、省電力量ともに大きい恒温・恒湿室を利用する

研究について、実験精度は維持しつつ可能な範囲で設定を緩和して実験することであることが示

唆された。 
②地理空間情報技術を

活用した復興構想の検

討（復興に向けた環境地

域計画システム研究会）  

地域の産業施設とインフラを効

率的に復興して、地域資源を活用

する高効率なエネルギー基盤を

もつ環境産業地区のビジョンと

道筋（ロードマップ）を描き、産

官民の連携で推進する。 

 国立環境研究所、環境省関連部局と、名古屋大学、東京大学、国際航業、および民間企業で4

月より研究会を設置して、調査・検討を推進した。短期的な地域需要に応じた復旧整備と中長期

の地域持続性の向上を両立する復興のターゲットとそこへの道筋を提供するとともに、その中長

期の効果と社会費用を定量的に「見える化」する手法の開発に着手した。 

③大震災後のエネルギ

ー供給システムを考慮

したシナリオ解析 

 3月 11日の東日本大震災後の

日本のエネルギー供給システム

の変化を踏まえ、2020年までの

短期的な安定供給の確保とそれ

以降の中長期的な電力の低炭素

化が両立した電力需給シナリオ

を、低炭素社会研究モデル群（AIM

モデル）を用いて検討し、エネル

ギー・環境政策の議論に資する提

言をまとめる。 

 原子力発電について、継続するか廃止するか、また廃止も今すぐの停止（脱原発）から段階的

廃止（フェイズアウト）まで複数のシナリオを想定した解析を実施した（表１、図２）。2050年

までに低炭素社会（CO2排出量を1990年比で80%削減した社会）の実現可能性を評価した結果、

今すぐに原子力発電をすべて稼働停止した場合でも日本低炭素社会へは到達しうる可能性が示

された。しかし、そのためには原子力発電のない場合と比較して需要側での省エネを強化するこ

と、炭素隔離貯留（CCS）の大規模な普及が欠かせないことが示唆された。 

  また短中期の温室効果ガス排出量目標は、原子力発電所の将来シナリオに大きく影響され、

原子力発電量の逓減とCO2排出量の大幅削減を両立させる戦略をわが国で採用することはその実

現に大きな困難を伴うことが明らかとなった。これは、原子力発電所を短中期的に廃止するオプ

ションを採用した場合、需要側の省エネ活動が社会全体へ浸透し切れておらず、かつCCSの CO2

削減への寄与が限定的な範囲にとどまることから、電力の安定供給を確保するためには化石燃料



による発電、とくに電力価格を抑えるためには石炭火力発電に依らざるを得ず、電力部門からの

CO2排出量増加を避けることはできないためである。 

 以上は１つの試算であることから、多様なシナリオを設定して検討を進める予定である。 
表１ 将来のエネルギー政策の想定 

 
 
図２ ケースごとの原子力発電所の設備容量の変化 
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（基盤研究プロジェク

ト、平成23～24年度） 

①地球温暖化問題にお

けるリスクアプローチ

の概念整理と課題検討 

 温暖化問題におけるリスクア

プローチに関して、既存論文・報

告書の調査、ならびに温暖化以外

の分野のリスク研究者へのヒヤ

リングを実施し、概念整理と課題

検討を実施する。 

 平成23年度は、論文・報告書

調査と所内意見交換を通じて、概

念整理の中間報告を作成する。 

 文献収集・整理を進めるとともに、地球環境研究センター地球温暖化研究プログラムのプロジ

ェクト２「地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究」と連携して所内の多分野の研究者

を集めた所内意見交換会を複数回実施した。温暖化リスク管理概念について提案する文献が近年

多く公表されているが、適応策の検討・実施に関する地域的なスケールのリスク管理について論

じているものと、主として緩和策の検討・実施に関する全球的なスケールのリスク管理について

論じているものがあり、両者を区別して概念整理することの重要性が指摘された。平成 23 年度

後半においても検討を重ね、年度内に暫定的な考え方の整理を文書化するとともに、次年度以降

の修正・拡張のたたき台とする予定である。 

 
②気候変動と洪水リス

クの経済分析～洪水被

害額の推計と洪水リス

クモデルの構築 

 本研究は東京都を対象として、

(1)気候変動による洪水被害の変

化の可能性を定量的に把握し、

(2)堤防や下水整備といったハー

ド面の対策だけでなく、土地利用

の見直しといった制度による対

策の費用と便益を明らかにする

ことで、(3)温暖化適応策として

の視点を組み入れた治水対策を

提案することを目的としている。

 平成23年度は、浸水リスクに

関する地点情報の収集、地価や土

地属性などのデータ整備を行う。

収集した情報を用いて、浸水被害

額の推計を行う。また、降雨情報

や浸水履歴に関する情報収集と

データ整備を行う。 

 浸水リスクに関する地点情報の収集、地価や土地属性などのデータ整備を行うとともに、収集

した情報を用いて、浸水被害額の推計を行った。また、降雨情報や浸水履歴に関する情報収集と

データ整備を行った。整備した情報・データを用いて、ヘドニック地価関数の説明変数に浸水リ

スク指標を加えて推計を行ったところ、浸水リスクがあることにより、地価は14.5～18.2％程

度低下し、土地市場が認知している期待被害額は、141～176万円／㎡程度であるという１次的

な推計結果を得た（図３）。 

 
 図３ ヘドニック・アプローチによる洪水被害額の推計 

 



③国際レベルにおける

フロン類の排出抑制策

の促進に関する研究 

 京都議定書の6ガス以外の温室

効果ガス、とりわけフロン類

（CFCsおよびHCFCs）の排出抑制

促進策に関する研究を行う。 

 平成23年度は、気候変動問題に

おけるフロン類の取り扱いに関

する研究動向をレビューし、現状

の国際制度の問題点を整理する。

そして 国際制度の下で考えられ

る対策促進策の枠組みを検討す

る。 

 国際制度の整理に主眼を置き、国内のフロン対策関連の専門家にインタビュー調査を実施し

た。また、温室効果ガスとしてのフロンに関する論文や報告書を収集し、論点をまとめた。その

結果、以下の知見が得られた。  

①現在、すでにモントリオール議定書下で規制されつつあるCFC、HCFCの生産については、予定

どおり減少しているが、減少速度を速める必要性がある。  

②過去に生産され、現在、さまざまな製品の中に残されているCFC等について、大気中に排出さ

れる前に回収・破壊する必要があるが、この手続きは国際制度では整備されていない。  

③本課題では必ずしも対象物質ではないが、京都議定書6ガスのHFC、PFCについては、CDM対象

となっていることが、途上国で増産するインセンティブとなってしまっている。  

 今後、今年度後半において、整理した論点をふまえ、それを解決するための国際制度のあり方

について提案をまとめていく予定である。 
④気候変動枠組条約と

生物多様性条約におけ

る制度間相互作用の研

究：REDD+の 事例 

 気候変動枠組条約と生物多様

性条約における制度間の相互作

用をREDD+を事例として分析し、

制度設計に資する知見を得るこ

とを目的としている。 

 平成23年度は、１）[国際レベ

ル]二つの条約・制度間の連携が

実現していない現状とその原因

を定性的に示す。２）[国家レベ

ル]国家レベルにおける二つの制

度間の連携の可能性を示す。 

平成23年度の研究成果は以下のとおりである。 

１）[国際レベル] 生物多様性条約と気候変動枠組条約・制度間の連携が実現していない現状と

原因を示すため、2005年以降の気候変動枠組条約と生物多様性条約におけるREDD+の制度設計に

関する交渉過程の分析、気候変動枠組条約補助機関会合（2011年4月、6月）において参加アクタ

ーへのインタビューを行った。 

２）[国家レベル] 途上国における国家レベルでの気候変動及び生物多様性関連の制度間の連携

を明らかにするため、REDD＋のプロジェクトが始まったカンボジア及びラオスにおいて、REDD+

実施に関わる政府関係者、ドナー、非政府組織、民間セクター、科学者等にインタビューを行い、

定性的なデータを収集した。 

 

⑤温暖化影響・適応なら

びに持続可能な開発に

関する最新研究情報の

収集と整理 

 温暖化影響・適応、持続可能な

開発に関する公表された研究論

文・報告を幅広く調査・データベ

ース化し、研究の進展状況を把握

するとともに、研究担当者らの

IPCC第 5次報告書での執筆分野

 平成23年度第1四半期は、IPCC第 5次報告書（IPCC-AR5）0次草稿（2011年 7月）の執筆に関

連した文献の収集・整理を実施した。さらに、8 月以降、0 次草稿で他執筆者らにより引用され

た文献について網羅的に収集・整理を進めている。また、既公表の論文からの知見整理に留まら

ず、IPCC第 5次報告書への貢献を意図し今後1～2年に実施される予定の研究を事前把握するた

めの情報収集を実施した。例えば、影響研究分野における IPCC-AR5 に向けた新たな研究活動の

一つに影響評価モデルの比較評価があるが、最も組織的に取組みが進められているAgMIP（農業



に関して研究論文・報告が示す科

学的知見の評価を実施する。 

 平成23年度は0次草稿で引用さ

れた文献の網羅的収集・整理を行

う。また、当該分野のレビュー論

文の草稿を作成する。 

関連モデルの比較評価）の国際集会に参加し、比較評価作業への参加について検討するとともに、

最新の研究動向についての情報収集を実施した。 

 

 

⑥日本の成人男女の環

境問題重要度認識に関

する時系列調査 

 常に変化する国民の環境問題

に対する態度を把握し、環境をめ

ぐる様々な施策のタイミングや

効果を推測するためのバックグ

ラウンドを、世論調査とマスメデ

ィア報道の定量的・定性的なモニ

タリングを行うことで示す。 

  

 本調査の主要な結果は以下の点である。  

1）新聞はテレビよりも、関心を高めるのに効果がある。たとえば、COP、国連の会議、IPCC 報

告書など、事前に解説記事が掲載されることが多いためと考えられる。  

2)テレビ番組は、世論の動きとより密接な関係がある。テレビ放映の件数・時間と人々の関心の

相関は高く、関心の高まりもその逆も非常に関連して動く。これは、テレビがより視聴率を意識

した放映編成を行うことも一因と考えられる。日本においては、対照的に新聞は（諸外国に比べ

て）より長期の契約購読が主であることによるものとも考えられる。  

（外部競争的資金研究）

①温暖化影響評価・適応

政策に関する総合的研究 

 日本を対象に複数の気候安定

化レベルや適応政策に応じた影

響量及び適応策の効果を統合評

価モデルにより、様々な社会経済

シナリオと適応政策に基づきモ

デル分析を実施する。また、適応

計画の策定・実施プロセスに関し

て、国際レベルの支援オプショ

ン、適応資金配分の効率化オプシ

ョンを明らかにする。 

 平成23年度は、影響関数を実装

し、複数の気候安定化シナリオ下

の全国レベルの影響と適応策に

よる被害軽減程度の検討と、影響

 平成23年度の成果は以下のとおりである。 
 影響・適応を扱える総合評価モデル（AIM/Impact[Policy]）の開発・改良に関しては、複数の

GCMを用いた分析を実施し、防災の影響関数に用いる気候シナリオ作成方法について検討し、防

災（土砂災害）の新しい影響関数の実装準備を行った。簡易推計ツールの開発に関しては、シス

テム開発が完了し、東京都を対象として複数の指標（土砂災害）、高潮浸水、ブナ林・針葉樹や

スギ林の適域変化、スギ花粉量・花粉飛散日、熱ストレス・熱中症・大気汚染による死亡リスク、

日本脳炎・ヒトスジシマカ分布適域を格納した。 

 適応策関連では、①国際枠組みにおける適応支援策に関する情報収集及び分析のために、カン

クン合意までの交渉経緯及び各国ポジションの把握を行い、COP17/CMP7（南ア・ダーバン）にお

ける合意に向けての課題を抽出した。②各国の適応計画の策定・実施の比較分析のために、先進

国及び後発開発途上国(LDC)の適応計画の内容の把握及び課題の抽出を行うとともに、アジア地

域における国際河川の非航行利用に関するレビューを行った。③適応策策定・実施のための資金

移転を促進する方策に関する研究を推進するために、適応費用評価に関する文献を調査し、適応

関連基金の配分の優先順位づけのあり方に関する比較分析を行った。  



の簡易推計ツールを試作する。ま

た、適応関連の資金源をいかに確

保し、資金配分の効率化を進める

かを検討する。  

 

②東京都適応プロジェ

クト 

 東京都の特徴（土地利用、気候、

社会経済）を把握し、都市計画や

防災計画などを基に、将来の影響

評価を実施し、長期的な視点で適

応策の検討・実施を支援する。 

 平成23年度は、最新の気候モ

デル（革新プログラム）の将来予

測結果を用いた影響評価を実施

する。 

 21世紀気候変動予測革新プログラムで開発している将来気候予測値（20kmおよび5kmデータ）

を入手し､バイアス補正を行い影響評価用の気候シナリオを作成する。これを用いて東京都の特

徴を考慮して、影響分野・項目をリストアップした上で､影響分野ごとに影響評価を実施した。

影響分野・項目は、河川流量・水温､中小河川・内水氾濫、スギ林の花粉生産量、熱ストレス死

亡リスク､熱中症搬送数、大気汚染リスクである｡さらに､東京都の既存施策を対象に､適応策とな

り得る既存施策をリストアップした｡ 

 

③統合評価モデルを用い

た世界の温暖化対策を考

慮したわが国の温暖化政

策の効果と影響 

 中長期的な温室効果ガス排出

削減目標に対して、世界及びわが

国の相互関係に焦点を当て、わが

国の温暖化対策の効果と影響を

定量的に明らかにするとともに、

国際的な気候安定化目標達成に

向けた長期シナリオを開発し、国

内政策やIPCC第 5次報告書など

に貢献する。 

 平成23年度は、世界を対象と

した技術選択モデル、応用一般均

衡モデルの改良を行い、EMF等の

国際研究プロジェクトに試算結

果を提供する。 

 世界を対象とした技術選択モデルや応用一般均衡モデルの改良を行い、EMF（エネルギーモデリ

ング・フォーラム）等の国際比較研究プロジェクトに計算結果を提供してきた。EMFでは、再生

可能エネルギーや原子力などの想定に基づいて、大気中の温室効果ガス濃度を二酸化炭素換算で

450ppm、550ppm に安定化するケースを試算している。AME（アジアモデリング・エクササイズ）

では、アジアを中心とした分析を行い、結果を論文にとりまとめている。応用一般均衡モデルに

おいては、SSP（Shared Socio-economic Pathway; 世界の共通社会経済シナリオ）と呼ばれる温

暖化影響を評価するための社会経済シナリオ開発が国際的に進められており、本研究の成果をも

とに、社会経済シナリオを計算し、結果を提供している。 

 国内モデルを用いた分析では、温暖化対策税や国内排出量取引制度の導入による効果、影響の

試算を行ってきた。また、これまで使用してきた日本モデルを、地域連関モデルに拡張するため

のデータ整備を行っている。 



④気候変動の国際枠組み

交渉に対する主要国の政

策決定に関する研究 

 京都議定書の第一約束期間以

降の国際枠組みのあり方を検討

するために、主要国（米国、EU、

ロシア、中国、インド）の意思決

定を比較分析し、気候変動政策導

入方策を見出す。 

 平成23年度は、全体をとりま

とめ、書籍として公表するととも

に、日本に対する政策提言を提示

することを目的とする。 

 平成23年度は、本プロジェクト最終年度として全体をとりまとめ、書籍として公表した（2011

年 11月刊行）。その主な結論は下記の通り。 

①５カ国の動向を総括すると、今後短期（２、３年）のうちに排出削減目標を含めた包括的な国

際制度が合意される可能性は低い。その間、排出削減目標以外の補助的な制度（適応策、炭素市

場メカニズム、資金メカニズム、測定・報告・検証（MRV）手続き等）に関して実施を促進する

のが有用である。 

②包括的な国際制度を求める声が今後高まることはない、ということは言えない。中長期的（5-10

年）には、再度、多国間協調への期待が高まる可能性がある。その道筋として４つのシナリオを

提示した。 

⑤分かりやすさを重視し

たマスメディア利用型コ

ミュニケーションに関す

る実証的研究 

 本課題においては世論調査に

よる市民のリスク認知把握と、そ

れに大きく影響していると考え

られるマスメディア報道の分析

を行い、2つの関連を統計的に分

析して関連を明らかにする。 

本課題においては世論調査による市民のリスク認知把握と、市民のリスク認知に大きく影響し

ていると考えられるマスメディア報道の分析を行い、2つの関連を交差相関関数を用いて統計的に

分析した。 

 



 

１.５ 今後の研究展望 

（１）特別研究：世界の水資源評価に関する長期シナリオ研究 

 本年度が最終年度であり、成果のとりまとめを中心に研究を進めた。環境科学会2011年会の２つの企画セ

ッションに応募し、外部研究者の発表も含めて15件の発表を行った。水資源モデルH08のサブモデルとして、

水需要モデル、農作物国際貿易モデルが完成したことから、今年度後半では、これらのモデルにより世界の

水資源に関する将来シナリオの検討を行い、結果を持続可能社会転換方策プログラムなどに提供する。 
 
（２）大震災対応型研究 
① 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと事後分析に基づく持続可能なワークスタ

イルの実証研究 

 国立環境研究所の今夏の節電対策により、当初目標（20％)以上の節電ができた。その要因分析が今後の

研究所のエネルギー対策上重要であり、また節電・省エネ対策は、将来シナリオ検討時の知見となりうる。  

② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検討（復興に向けた環境地域計画システム研究会） 

 大震災被災地で復興計画が各自治体で提案される中、持続可能な低炭素型復興都市づくりは、より安全安

心で環境的にも持続可能な都市を形成するうえで重要である。環境都市システム研究プログラムと一体とし

て今後とも研究を進め、被災地の復興都市づくりに貢献していく予定である。 

③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮したシナリオ解析 

 大震災後の原子力発電所の停止は電力の安定供給面での問題をもたらした。従来、国のエネルギー政策を

前提として中長期目標などの将来シナリオを作成してきたが、今後は環境対策とエネルギー対策を両方を考

慮にいれていく必要があり、持続可能社会転換方策研究プログラムなどで検討していく予定である。 
 
（３）基盤研究プログラム 
 社会環境システム研究センターにおいては、若手研究者の人材育成も考慮して、センター内公募型の基盤

研究プロジェクトを6件採択して研究を進めた。6つの研究課題の特徴は、以下のとおりである。 

①地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討 
 温暖化分野以外の研究者のリスク管理に対する関心は高く、所内で開催した研究会には多くの研究者が参

加した。今年度後半には、研究会の議論をもとに、リスク管理の現状と課題について整理する予定である。 
②気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築 
 気候変動影響のうち洪水リスクは世界的に関心が高く、特に洪水被害額の推計については研究成果が期待

されている。得られた結果の妥当性など、この分野の研究者の成果と比較検討することにより、精度を高め

ていくことが必要である。 
③国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 
 中心となる研究者が海外研修中のため、共同研究者が主としてレビューを行った。次の研究課題のREDD+

とともに、2つの条約、気候変動枠組条約とオゾン層保護条約の狭間で、対策が遅れている問題に対する国

内外の対処方法を提案することを目指している。 

④気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の事例 

 森林保全は、CO2の吸収源対策として重要性が増している。このための国際的な取組みがREDD+であるが、

国際制度の確立までには至っていない。途上国の政府関係者や研究者にヒヤリングを行い、現在その結果を

取りまとめ中である。それを踏まえて、新たな制度の提案を行う予定である。 

⑤温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理 
 本研究センターの研究者4 名が、IPCC第 5次報告書の執筆者として活動している。とくに文献検索、文献

解読などの作業が必須であるため、文献収集・レビューを中心とした調査研究として採択された課題である。



 

成果の一部は、IPCC第 5次報告書に反映される予定である。 

⑥日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査 
 本時系列調査は、前中期計画の社会環境システム研究領域から継続的に行っており、社会経済分野のモニ

タリング事業とも呼べるものである。大震災後に、調査を実施し、現在結果の解析を進めている。大震災前

後の国民意識の比較から、重要度の認識など意識の変化があったことなど、興味深い結果が得られている。

他の民間調査機関も定期的に大震災後の人々の意識、行動、さらに今夏の節電に対する意識や行動について

調査しており、そうした調査結果との比較も実施していく予定である。 
 
（４）外部競争的資金研究 
 社会環境システム研究センターでは、外部競争的資金研究として大別すると以下の研究を進めている。 
① 地球温暖化の影響・適応に関する研究 
 環境研究総合推進費の温暖化影響・適応の戦略研究プロジェクト及び東京都適応研究プロジェクト、いず

れの研究プロジェクトも、多分野にわたる大学研究者、関係省庁研究機関、自治体との共同研究であり、当

研究センターとして人員不足や専門分野の不足を補う研究体制をとり、全体調整などの苦労はあるが、比較

的うまく進展しており、研究成果も出ている。大震災後は今まで以上に安全安心の社会づくりが重要である

ことから、温暖化のもたらす被害を軽減する適応策の研究、さらには適応型都市や社会づくりも念頭におい

た研究を進める予定である。 
② 地球温暖化の緩和策や低炭素社会づくりに関する研究 
 当研究センターで従来から開発・適用を行ってきた統合評価モデル（AIMモデル）を用いた研究プロジェ

クトであり、モデルの改良・拡張を進めながら、2020年の温室効果ガス削減の中期目標の設定や低炭素社会

構築のための12方策の提言、さらにアジア途上国の低炭素化の研究プロジェクトである。途上国研究者や行

政担当者との協力関係を基礎として進めることから、困難な面も多いが、科学的な知見に基づく温暖化緩和

策の効果、影響を提供することに貢献している。また、途上国の若手研究者をモデルのトレーニングワーク

ショップへ招くなど、人材育成にも役立っている。 

 

１．６ 自己評価 

 社会環境システム研究センターは20名の職員と31名の契約職員（フェロー、特別研究員、准特別研究員、

JSPSフォロー・EFFフェロー、リサーチアシスタント）の体制で、社会環境システム研究分野の研究として、

２つの先導研究プログラム、特別研究、大震災対応研究、基盤研究プロジェクト、外部競争的資金研究、経

常研究を進めるとともに、他研究センターの研究プログラム・プロジェクトにも協力している。交付金が比

較的限られていることから、積極的に外部競争的資金研究に応募し獲得して、研究費に充当するとともに、

研究プログラムの一部も外部競争的資金研究で支える構造となっている。研究力のもとは人材なので、優秀

な研究者を採用し、育てることが重要であるが、任期付研究員の採用も難しい状況であり、優秀な特別研究

員などの採用、他研究機関や他分野研究者と協力して研究やプロジェクトを進めて行かざるを得ない状況で

ある。 

 他研究センターとの連携は比較的うまくいっている。特に地球温暖化の影響、適応、緩和策では、地球環

境研究センターが進める地球温暖化研究プログラムのプロジェクト３を担当するなどしている。 

 研究成果については、各研究者が審査付論文化を進めており、毎年学会等で発表するなどの結果、コンス

タントに研究センターとして成果がでると期待している。さらに外国学術雑誌に投稿するなど、国際的にも

認知される研究センターを目指したい。 

 国際的な研究活動については、IPCC第 5次報告書の執筆者を4名輩出しており、また国際的なモデル研究

ネットワークには幹事級で参画するなど、国際的な貢献度も高いと自負している。担当する研究者を支える



 

支援の仕組みづくりが必要であるが、まず当研究センター内で、基盤研究プロジェクトとして位置付け、IPCC

貢献のための活動を支援することにしている。 

  

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし     査読あり 

  ４                 ２０ 

 

０ 

国内      国外 

３４             ２２ 

 

０ 

 

 

 

 



社会環境システム研究分野：その他の研究活動

特別研究
世界の水資源評価に関する長
期シナリオ研究（平成21～23

年度）

特別研究
世界の水資源評価に関する長
期シナリオ研究（平成21～23

年度）

震災対応型研究 （平成23年度～）
① 国立環境研究所における省エネルギー対策
シミュレーションと事後分析に基づく持続可能
なワークスタイルの実証研究
② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検
討:復興に向けた環境地域計画ｼｽﾃﾑ研究会
③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮
したシナリオ解析

震災対応型研究 （平成23年度～）
① 国立環境研究所における省エネルギー対策
シミュレーションと事後分析に基づく持続可能
なワークスタイルの実証研究
② 地理空間情報技術を活用した復興構想の検
討:復興に向けた環境地域計画ｼｽﾃﾑ研究会
③ 大震災後のエネルギー供給システムを考慮
したシナリオ解析

基盤研究プロジェクト（平成23～24年度）
① 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの
概念整理と課題検討
② 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害
額の推計と洪水リスクモデルの構築
③ 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の
促進に関する研究
④ 気候変動枠組条約と生物多様性条約における
制度間相互作用の研究：REDD+の事例
⑤ 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に
関する最新研究情報の収集と整理
⑥ 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関す
る時系列調査

基盤研究プロジェクト（平成23～24年度）
① 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの
概念整理と課題検討
② 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害
額の推計と洪水リスクモデルの構築
③ 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の
促進に関する研究
④ 気候変動枠組条約と生物多様性条約における
制度間相互作用の研究：REDD+の事例
⑤ 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に
関する最新研究情報の収集と整理
⑥ 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関す
る時系列調査

外部競争的資金による研究プロジェクト（主要なもの）
① アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・
評価手法の開発とその普及に関する総合的研究
② JICA-JSTアジア地域における低炭素ネットワークの構築
③ 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究
④ 東京都適応プロジェクト
⑤ 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖
化政策の効果と影響
⑥ 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究
⑦ 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに
関する実証的研究
⑧ 東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考
慮した大気環境管理の推進に関する総合的研究

外部競争的資金による研究プロジェクト（主要なもの）
① アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・
評価手法の開発とその普及に関する総合的研究
② JICA-JSTアジア地域における低炭素ネットワークの構築
③ 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究
④ 東京都適応プロジェクト
⑤ 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖
化政策の効果と影響
⑥ 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究
⑦ 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーションに
関する実証的研究
⑧ 東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考
慮した大気環境管理の推進に関する総合的研究

経常研究
① 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・
あり方に関する基礎的研究
② 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究
③ 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資す
る情報整備。
④ 低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する
研究

経常研究
① 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・
あり方に関する基礎的研究
② 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究
③ 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資す
る情報整備。
④ 低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する
研究

持続可能社会転換方策
研究プログラム

持続可能社会転換方策
研究プログラム

環境都市システム
研究プログラム

環境都市システム
研究プログラム

①気候変動枠組条約、京都議定書交渉への貢献
②IPCCへの貢献
③ 統合評価モデルに関する国際ネットワークへの参画
④環境都市関連の国際活動 。
⑤国連環境計画（UNEP）の地球環境アウトルック（GEO5）作

成への協力

①気候変動枠組条約、京都議定書交渉への貢献
②IPCCへの貢献
③ 統合評価モデルに関する国際ネットワークへの参画
④環境都市関連の国際活動 。
⑤国連環境計画（UNEP）の地球環境アウトルック（GEO5）作

成への協力

基盤的研究基盤的研究

国際的活動国際的活動



研究プログラム 

研究プログラム名 持続可能社会転換方策研究プログラム 
 

代表者： 社会環境システム研究センター 

     センター長 原澤英夫 

  

プロジェクト１ 将来シナリオと持続可能社会の構築 

代表者： 社会環境システム研究センター 

     センター長 原澤英夫 

構成者：  

社会環境システム研究センター 

 [フェロー]          甲斐沼美紀子 

 [環境経済・政策研究室]       日引聡（室長）、久保田泉（主任研究員）、岡川梓（研究員） 

 [統合評価モデリング研究室]   増井利彦（室長）、高橋潔、花岡達也（主任研究員）、金森有子（研

究員）、藤森真一郎（特別研究員） 

 [持続可能社会システム研究室] 亀山康子（室長）、肱岡靖明、藤野純一（主任研究員）、芦名秀一（研

究員） 

 [環境都市システム研究室]     松橋啓介（主任研究員） 

地球環境研究センター  

 [気候変動リスク評価研究室]   江守正多（室長）、花崎直太（主任研究員） 

資源循環・廃棄物センター 

 [循環型社会システム研究室]   田崎智宏（主任研究員） 

 [国際資源循環研究室]         南齊規介（主任研究員） 

環境計測研究センター 

  [上級主席研究員]              田邊 潔 

 

プロジェクト２ 持続可能な消費とライフスタイルへの転換 

代表者： 社会環境システム研究センター 

     環境計画研究室長 青柳みどり 

構成者： 

社会環境システム研究センター  

 [環境経済・政策研究室]       日引聡（室長）、宮脇幸治（特別研究員） 

 [統合評価モデリング研究室]  金森有子（研究員） 

 

資源循環・廃棄物センター 

 [循環型社会システム研究室]  田崎智宏（主任研究員） 

 [国際資源循環研究室]     吉田綾（研究員） 

 

 ※所属・役職は 11 月 1日時点のもの。 

 

１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

 持続可能な社会の実現にむけて中長期の我が国のあるべき姿（ビジョン）とそこに至る経路（シナリ

オ）及び施策ロードマップを示し、そうした社会への転換を推進する具体的な方策が求められている。

一方、現実には様々な環境問題が未だ解決されておらず、更に今後生じうる環境問題は、持続可能な社

会を構築するうえでの障害となりうる。種々の困難をもたらす将来の環境問題を想定しつつ、持続可能

な社会への転換という喫緊の課題を解決することが必要とされている。  

 そこで、将来シナリオと持続可能な社会の構築の視点から、環境問題の現状分析を踏まえ、問題の引

き金となるドライビングフォースに着目し、社会・経済の姿をシナリオアプローチにより分析するとと

もに、社会・経済を重視したモデル化を行い、持続可能な社会を構築するに当たって必要となる対策や

社会・経済のあり方を定量的に検討する。また、持続可能なライフスタイルと消費への転換の視点から、

様式 3 



作成した将来シナリオをもとに、個人や世帯が取組むべき対策・活動を消費の面から調査分析、モデル

化を行うことにより、環境的に持続可能な社会の実現方策について提示する。  

 以上の調査・研究を推進することにより、以下の方向を目指す。  

 

① 将来分析の基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済の姿を、シナリオアプローチによ

り分析し、各シナリオにおいて生じうる様々な環境問題を議論し、持続可能な社会を構築するに当

たって必要となる対策や社会・経済のあり方を統合評価モデルを開発、適用して定量的に提示する。  

② ライフスタイル変化の要因の分析、ライフスタイルに関する定性的、定量的なシナリオと、それら

に対応した環境負荷の推移の提示、に基づいた持続可能なライフスタイルのあり方について提言す

る。  

③ 以上を踏まえ、環境的に持続可能な社会への早期実現に貢献するよう、我が国の中長期の社会・経

済・環境のビジョン、そこに至る道筋と施策を提示する。  

 

 本研究プログラムは大震災前に研究計画を立て、本年4月より実施しているが、第１回外部研究評価

委員会において、「東日本震災復興の都市デザイン、日本全体の将来シナリオへの貢献」などへの期待

が示されたことを踏まえ、大震災後のエネルギー対策と温暖化防止対策のあり方など、今後どういう方

向で日本が進むべきか、本研究センターの大震災対応型研究や、地球温暖化研究プログラムなど関連す

る研究とも連携して対応していくこととした。 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

本研究プログラムは、2つの研究プロジェクトから構成されている。平成 23 年度は、初年度であるこ

とから、各プロジェクトの立ち上げを行い、当初の研究計画に沿って進める部分と、大震災後の社会、

経済、環境の変化や、人々の意識や活動の変化に関する情報やデータを収集、分析するとともに、将来

シナリオの構築における方針を再検討するなど、並行して研究を進めた。 

プロジェクト１：将来シナリオと持続可能社会の構築 

 将来分析の基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済の姿を的確にとらえるために、シナ

リオアプローチ分析手法の事例調査を通じて基本的な枠組みを構築する。さらに、専門家や関係主体の

意向を集約、検討し、持続可能な社会を構築するに当たって必要となる対策や社会・経済のあり方を明

示的に表現する方法について検討する作業に着手する。 

 

プロジェクト２：持続可能な消費とライフスタイルへの転換 

 ライフスタイル変化の要因の分析、ライフスタイルに関する定性的、定量的なシナリオの内外の事例

を広範囲に調査・分析するとともに、持続可能なライフスタイルのあり方について基本的枠組みについ

て整理する。 

 

 シナリオ分析にあたっては、日本の国内外の社会、経済、環境の動向の把握や、大震災後の様々な変

化を情報、データとして収集することが必要であり、本研究プログラムで当初予定していた社会、経済、

環境データの収集を拡大して大震災後の社会、経済、環境の変化に関わるデータを今年度後半に追加実

施する。 

 また、地球温暖化研究プログラムのプロジェクト３は、温暖化防止対策を中心とした研究プロジェク

トであることから、将来シナリオの構築にあたっては、とくにエネルギー対策と温暖化防止対策のあり

方の検討では協力して実施する。 

 

１.３ 研究予算 

（実績額、単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 ２３.８      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 
０      



③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

０      

④その他の外部資金 ０      

総額 ２３.８      



１.４ 平成２３年度研究成果の概要（持続可能社会転換方策研究プログラム） 

研究プログラ

ム・プロジェク

ト・サブテーマ

平成２３年度の目標 平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

研究プログラ

ム 

・環境問題の現状分析を踏ま

え、問題の引き金となるドラ

イビングフォースに着目し、

社会・経済の姿をシナリオア

プローチにより分析する。 

・社会・経済を重視したモデ

ル化を行い、持続可能な社会

を構築するに当たって必要

となる対策や社会・経済のあ

り方を検討する。 

・持続可能なライフスタイル

と消費への転換の視点から、

作成した将来シナリオをも

とに、個人や世帯が取組むべ

き対策・活動を消費の面から

調査分析、モデル化を行うこ

とにより、環境的に持続可能

な社会の実現方策について

提示する。 

 本年 3 月 11 日に発生した東日本大震災後の、社会、経済、環境、人々の意識、行動の変化を考慮し

て、研究計画を一部変更し、研究を遂行した。とくにプロジェクト１では、大震災による原子力発電所

の停止による電力供給ひっ迫がもたらすエネルギー対策と温暖化防止対策のあり方、プロジェクト２で

は、人々の意識や行動の変化に着目し、将来シナリオ構築に重要な要因について検討を開始した。とく

にエネルギー対策と温暖化防止対策面での調査・分析においては、大震災対応研究や地球温暖化研究プ

ログラム（プロジェクト３）との連携をとりつつ進めた。平成２３年度の研究成果の概要は以下のとお

りである。 

プロジェクト１ 将来シナリオと持続可能社会の構築 

①持続可能性指標のレビューを行い、持続可能な社会が満たす条件を整理した。  

②将来シナリオのフレームワークを既存研究レビューから整理した。所外の専門家に将来シナリオ構築

にむけたグループヒヤリングを行い、技術、経済、産業面のシナリオ構築に際し有用な知見を得た。  

③IPCC への入力を目的として進められている SSP（Shared Socio-economic Pathway; 世界を対象とし

た共通社会経済シナリオ*1）作成に協力するとともに、世界及び日本を対象として統合評価モデルの改

良、モデルを用いたシナリオの定量化を行った。  

④大震災後のエネルギー供給システムの将来シナリオについては、大震災対応型研究として事例分析を

行った。 

プロジェクト２ 持続可能なライフスタイルと消費への転換 

①研究計画を一部修正し、大震災後の人々の意識、行動変化の調査を行った。  

②持続可能な消費について、網羅的にレビューを行い、今後シナリオ構築に向けての視点（軸）を抽出

した。  

③家計生産・ライフスタイルモデル構築のための、資料・データを収集して、データベースを構築した。 

*1: IPCC 第 5 次報告書への入力を目標として作成されている温暖化影響研究の基礎となる世界の社会

経済シナリオ 
プロジェクト１

「将来シナリオ

と持続可能社会

の構築」 

サブテーマ１ 

持続可能社会の

系譜の整理とビ

 持続可能社会の定義、概

念、具体的な実践事例の検

討より、持続可能な社会の

ビジョンを検討するととも

に、環境、経済、社会の 3

つの側面の相互関係の変化

等を評価することが可能な

 平成 23 年度は、持続可能性に関する概念整理を行い、そこから今後指標研究を展開するにあたり計

測が必要な共通条件を整理した。「Sustainable（持続可能な）」に続く単語を調べた結果、住宅、建築、

生活、ライフスタイル、ビジネス・オフィス、企業、経済、都市、コミュニティ・社会、生産と消費、

製品、デザイン、食、農業、林業、漁業、畜産業、地球、環境、エネルギー、水、景観、土地利用、

資源管理、交通・輸送、ネットワーク、衛生、安全保障、科学・技術、イノベーション、教育、観光、

芸術・ファッション、価値、未来など、幅広い分野に「持続可能」という用語が浸透していることが

確認できた。 



ジョン検討 指標化などを通じて、定量

的・定性的ビジョンの活用

に向けた知見を得る。 

 平成 23 年度は、持続可能

な発展についての具体的実

践事例をレビューすること

を通じ、持続可能社会の概

念を具体化し、持続可能社

会が保持するべき条件を提

示する。 

 今年度後半においては、これらのうち、とくに本研究プログラムにおいて検討すべきと考えられる

分野に着目し、実践事例のレビューを行いつつ、いくつかの分野が持続可能となる条件を提示する。

この条件ならびに既存の持続可能性の条件（参考１）をもとに、持続可能社会が保持するべき共通的

な条件を提示する（表１は原案であり、今後さらに精査を行う）。次年度は、これらを国レベルと地域

レベルに分けて、持続可能社会の概念を整理するとともに、地域の持続可能な発展指標と実践事例の

データベースの構築に着手する。 

 

表１ 持続可能な社会が保持すべき共通条件（原案） 

 
参考１ 持続可能な条件のレビュー対象： 持続可能な条件に関する既往研究は多数あるが、包括的

なレビューは過去の研究活動にて実施済であり、今回は、その中でも主だった既往研究を対象とし、

より詳細なレビューを行う予定である。 
  （全般） 
    ・ハーマン・デイリー（1990）持続可能性の 3原則 
  ・米国持続可能な発展に関する大統領委員会（1995）持続可能性の原則 
  ・ナチュラルステップ（1997）持続可能性の４つの条件 
  ・福島武彦（2006）持続可能性の要件 

（各分野） 
・OECD 環境委員会（1993）持続可能な農業の条件 



・持続可能な森林認証（ＦＳＣ）（1992） 
・持続可能な漁業認証（ＭＳＣ）（2002） 
・持続可能な観光基準に関する国際パートナーシップ（2008) 

  ・オレッチニ(2009)エネルギー持続可能性の項目  
サブテーマ２ 

社会・経済活動に

関するストーリ

ーラインの構築 

 システム思考、シナリオ

プランニングの考え方を基

礎として、わが国の中長期

的な社会・経済活動に関す

るストーリーラインを構築

する。  
 平成 23 年度は、シナリオ

アプローチの事例調査を通

じて基本的な枠組みを構築

する。 
 さらに、専門家や関係主

体の意向を集約、検討し、

持続可能な社会を構築する

に当たって必要となる対策

や社会・経済のあり方を明

示的に表現する方法につい

て検討する作業に着手す

る。 

社会・経済シナリオの基本的な枠組みを構築するために、シナリオアプローチのレビューを行い、

シナリオの方向性を左右する要因として、社会が何を目指して発展していくかが重要であることが分

かった。同時に、社会の発展の目標に関するレビューを行い、作成主体が重視する目標の項目数が多

くなる傾向がある中で、将来の持続可能シナリオを記述するには「環境、経済、社会」という本プロ

ジェクトでも想定している 3つの軸だけでは不十分で、「個人」も含めた 4つを軸とする持続可能性評

価ツールがもっとも包括的で優れていると判断した（表２）。すなわち、環境と経済の両立に、信頼・

参加といった社会的側面を加え、さらに個人の健康・生きがい等の健全性を含む多面的な目標が、中

長期的な社会・経済活動を左右する原動力となると考えた。なお、持続可能な社会の目標については、

震災復興提言の一部として都市計画学会誌に発表した。 

 

表２ 社会の目標のレビューと分類             図１ 2 つの主要な基本的な枠組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえて、GDP 重視の場合とバランス型の持続可能社会を目指す場合の 2 パターンの社会・

経済活動を叙述的に示すことを基本的な枠組みの案とした（図１）。 

 次に、持続可能社会の構築に向けた対策や社会・経済のあり方を明示的に表現する方法の確立を目

指して、上記枠組みに沿ったシナリオ構築を試行した。社会・経済活動としては、先行研究から整理

した国際情勢、技術革新・普及、経済活動、産業動向、人口動向、欲求、価値意識、社会制度を対象
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とする。この内、経済・産業の動向については、特定非営利活動法人横断型基幹科学技術研究団体連

合（横幹連合、文理にまたがる 40 を超える学会からなる連合）のメンバーからなる持続性評価ワーキ

ンググループを設置し、共同研究を実施することとした。持続性評価ワーキングのメンバー6名への第

1回グループインタビューを 10 月 28 日に実施し、その結果を踏まえて、叙述シナリオの参考となるキ

ーワードの整理を行った。3名ずつの 2グループとして、１）わが国の経済(GDP)成長を 2050 年まで目

指す場合の技術、産業、経済の展望、２）わが国が持続可能な発展を 2050 年までに目指す場合の技術、

産業、経済の展望を質問するインタビュー形式で行った。 

 その結果、産業がものづくりからインフラシステムやサービスの提供にシフトしていること、素材

技術やシステム技術の開発が鍵となること、持続可能社会シナリオでは持続可能な地域や生活のニー

ズに合致した産業が必要になることなどをまとめた(図２）。今後は、持続可能社会における消費・ラ

イフスタイルの方向性を明確にするため、プロジェクト２との連携を密にして研究を進める。また、

今後、ストーリーラインの具体化作業を進める中で、社会の発展の目標、基本的な枠組み、社会・経

済活動の項目についても見直しを進める計画である。 

 
   図２ グループインタビューの結果の概要 
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サブテーマ３ 

持続可能社会の

評価のためのモ

デル開発と将来

シナリオの定量

化 

 サブテーマ１の情報をも

とに持続可能社会を構成す

る社会・経済、気候変動や

循環、水資源などの個々の

環境問題を対象とした個別

のモデル開発を行い、サブ

テーマ２の社会・経済を対

象とした将来像のストーリ

ーラインに対応する環境の

変化を定量的に分析する。

統合モデルを用いて、環境、

社会、経済を包括的にとら

えた持続可能な社会の将来

像を定量化するとともに、

ロードマップを作成する。

 平成 23 年度は、社会経済

活動を対象とした世界シナ

リオの定量化を行うととも

に、対応する日本シナリオ

の定量化を目的とした日本

モデルの開発に向けた作業

を行う。 

 平成 23 年度は、環境研究総合推進費 A-1103 において開発している統合評価モデル及び社会経済シ

ナリオの開発と関連づける形で、世界及び日本を対象としたシナリオの定量化とそれを支援する統合

評価モデルの開発作業を行った。 

 世界を対象とした分析では、世界の共通社会経済シナリオ（SSP)の作成が国際的に進められており、

こうした活動に情報提供するために国立環境研究所内においても議論を行った。ここでは、人口、ガ

バナンスや制度、経済活動、技術、社会資本やインフラストラクチャー、環境への関心といった項目

について指標を想定し、これらをもとに図３のような適応策への挑戦、緩和策への挑戦という視点で

位置付けられた５つの異なる社会像の叙述的なストーリーライン、各指標の定量的変化について、議

論を行っている。これまでに、７月に韓国で、10 月にオーストリアで、11 月に米国で、それぞれ国際

会合が開かれており、表３は国立環境研究所が示した各社会の傾向を示したものである。こうした世

界を対象とした将来シナリオは、サブテーマ２、温暖化研究プログラム PJ3 と共有している。 

SSP1

SSP5

緩和策の能力が高い
・限界費用が小さい
・対策の総費用が低い

緩和策の能力が低い
・限界費用が高い
・対策の総費用が大きい

潜在的な被害が大きい
・被害人口が大きい。
・沿岸域に資本が集中
・所得格差が大きい

潜在的な被害が小さい
・被害人口が小さい。
・資本が分散
・所得格差が小さい

SSP4

SSP3

SSP2

 
        図３  SSP（世界の共通社会経済シナリオ）として議論されている 5つの社会像 

 
           表３ 5 つの社会経済シナリオにおける各要素の想定 

シナリオ 人口 経済 技術 公平性 環境 国際化 

SSP1 低 高 高 高 高 高 



SSP3 高 低 低 低 低 低 

SSP4 中 中～高   中～高 中 中～高   中～高   

SSP5 高 中 低～中 中 低～中 低～中 

※幅のある項目は、先進国と途上国で異なることを示している。 
 
 また、世界シナリオに対応する日本シナリオの定量化に向けた作業を開始した。環境問題によって

は日本全体ではなく、より詳細な地域を対象とした分析が求められる。このため、日本を 9地域に分

割した地域モデルの開発を行っており、本年度は 2005 年地域間・地域内産業連関表をもとに、環境問

題の解析を目的として、エネルギーバランス表との整合性や、現在提供されている地域間産業連関表

の部門をさらに詳細に区分する作業を行った。今後はこれらのデータを用いてモデル化を進めるとと

もに、サブテーマ２で示される叙述シナリオについて定量化を行う予定である。 

 上記に示した社会経済シナリオとそれに伴う環境の変化、持続可能な社会への道筋をわかりやすく

提示することを目的として、環境アウトルックの執筆に向けた準備を、他のサブテーマ、研究プログ

ラムと共同で開始した。 
プロジェクト２

「持続可能なラ

イフスタイルと

消費への転換」

日本人およびアジアのライ

フスタイルについての将来

シナリオを作成し、それを

もとに、個人や世帯が取組

むべき対策・活動を消費の

面から調査分析、モデル化

を行うことにより、環境的

に持続可能な社会の実現方

策について提示する。3つ

のテーマを相互関連を考慮

しつつ逐次的に実施する。

１） 社会変化による生活変

化の抽出・設定： 現在の

ライフスタイル・消費がど

のような制度・慣習・社会

経済条件によって規定され

ているのかについて、既存

社会統計を用いて、現状を

把握する。  

 本年 3 月 11 日の東日本大震災を受け、１)の「社会変化による生活変化の抽出・設定」および、２)

の「社会軸と価値規範軸の交絡によるライフスタイルの重層的シナリオ・ライティング」の部分につい

ての研究計画を一部修正し、既存統計・既存調査から大きく大震災の影響を受けたと思われる日本人の

価値観についての調査を実施した。調査結果からとくに価値観についての部分を抜粋する。 

 ①「自分一人では環境問題の解決に大したことはできない」についての回答分布が2006年、2008年と

比較して「そう思う」の回答が最多（37.3%）と増加した。 

 ②「現代の技術は、環境問題をうまく解決してくれると思う」に対してもっとも多く選ばれた選択肢

が2006年「どちらともいえない」、2008年「どちらかと言えばそう思う」であったのが、今年度は「ど

ちらともいえない」となった。 

 ③「人が生きていく上では、人と人とのつながりがお金や肩書きより大事だと思う」について、「と

てもそう思う」が52.3％と最多となった。 

 さらに、幸福について、以下の3つの選択肢、「(ア)個人が幸福になって、はじめて日本全体がよく

なる」、「(イ)日本がよくなって、はじめて個人が幸福になる」、「(ウ)日本がよくなることも、個人

が幸福になることも同じである」のどれがもっとも自分の考えに近いか聞いたところ、「(ウ) 日本が

よくなることも、個人が幸福になることも同じである」が最多の48.8%となり、日本全体での幸福の実

現（個人が犠牲になることも、国全体の幸福感も損なうことがない）が望まれていた。 

 

２）のライフスタイルの重層的シナリオについては、(1)持続可能な消費のレビューと本プロジェクト

におけるライフスタイルの概念の構築（衣食住などの 11 分野の議論）、(2)既存文献におけるシナリオ



２） 社会軸と価値規範軸の

交絡によるライフスタイル

の重層的シナリオ・ライテ

ィング： 大きな社会の流

れがどのような方向に向か

うのかを、既存の長期シナ

リオを参考に社会軸と価値

規範軸を抽出する。この際

に、衣・食・住・働・移動

等のライフスタイルの諸側

面についての各分野の専門

家の知見をワークショップ

等、個別ヒアリング等様々

な方法で集約し、その集約

された知見をもとに、軸を

抽出し、日本および関連地

域（中国等）の全体の方向

性を描き、社会(機能)集団

に応じた将来シナリオの構

築を行う。  

３） 家計生産・ライフスタ

イルモデルの拡充と推計：

シナリオの 2020 年、2030

年時点においての定量的な

推計と提言に向けた検討を

行う。 

 平成 23 年度は、計画を一

部修正し、１)、２)に関わ

る価値観について大震災の

影響を社会調査によって把

握するとともに、ライフス

タイルの将来シナリオにつ

いての予備的検討を行うこ

ととする。 

のなかでのライフスタイルの記述のレビュー、(3)シナリオライティング・シナリオ分析の方法論のレ

ビューと本研究で実施する重層的シナリオ・ライティングの枠組みの構築、の３点について重点的に進

めた。  

 既に着手している、(1)持続可能な消費のレビューと本プロジェクトにおけるライフスタイルの概念

の構築においては、幾つか既に予備的な成果を口頭発表、誌上発表等を行った。まず、ライフスタイル

概念については、先行する国際的な動向について、UNEP やそれと協力して活動するマラケシュ・プロ

セスなどの動きを整理し、そこで使われている概念について検討を行った。マラケシュ・タスクフォー

スでは、「持続可能なライフスタイル」を「「持続可能なライフスタイル」とは、基本的欲求を満たし、

より良い生活の質を提供し、ライフサイクルを通じて自然資源の使用と廃棄物や有害物質の排出を最小

限にしたうえで将来世代の必要を脅かさないような行動と消費のパターンであり、人々は自分を他人と

仲間意識または差別化に使う。持続可能なライフスタイルは、様々な社会の文化、自然、経済や社会的

な遺産を反映させていなくてはならない。」と定義しており、本プログラムにおいてもこの定義を基本

的概念として取り扱うこととした。 

 持続可能な消費のレビューについては、主要なジャーナルからレビューすべき論文・対象を抽出し、

暫定的なまとめを行った。現在までに得られている主要な結論は、以下のとおりである。 
① 途上国、とくに中国に関する論文が増加している。 
② 持続可能な消費は、しばしば持続可能なライフスタイルと同時に議論される。 
③ 最近の論文における重要な指摘の一つとして、物質的な消費の効率化は必ずしも資源消費の節約を

招くわけではなく、むしろ効率化による価格の低下によって資源消費の増加を招く、ことがあげられる。 
④ 最近の持続可能な消費の議論の傾向として、様々な新しい視点が提案されており、「供給のシステ

ム」「ゼロ成長経済」などがそれである。従来から提案されてきた感もあるが、内容が消費とライフス

タイルに関連してより具体的な内容が提案されている。たとえば、「供給のシステム」に関する議論で

は、6つの分野別に議論し、消費者の位置づけ、コミュニティの役割なども考察の範囲である。 

 

 ３）の家計生産・ライフスタイルモデルの拡充と推計については、モデル構築に必要なデータ整備を

開始した。日本の家計消費支出データの収集・整備として、①総務省統計局から公表されている家計調

査の品目分類別消費支出データについて、1985 年から 2010 年の品目分類の変遷（分類の統廃合）を整

理、②家計調査の品目分類別消費支出データと価格データについて、2000 年から 2010 年世帯分類別に

整備、③総務省統計局から公表されている 2006 年の全国消費実態調査の消費支出データについて、世

帯分類別に整備を進めている。また、日本以外のアジア各国の家計消費支出データの収集・整備として

は、日本以外のアジア各国の家計消費支出データについて、1971 年から最新年まで出来る限り収集し、

調査対象、調査期間、消費支出分類、世帯分類について定義をまとめ、さらにデータを表形式への整備

を進めている。今後モデルの拡充・推計にあたっては、１）ライフスタイルル・消費の変化、２）社会

軸・価値規範軸によるシナリオ作成の結果を考慮して進める予定である。 



 
 

１.５ 今後の研究展望 

  外部研究評価委員から「社会経済的に連続性を妨げる大きな変化が起こるなかで、持続可能な社会シ

ステムを考えていくことはかなり難しいと思うが、実施内容、目標・計画はおおむね妥当と考えられる。」

および「東日本震災復興の都市デザイン、日本全体の将来シナリオへの貢献が期待される。」というご

意見を頂いた。東日本大震災は、これまでの将来シナリオ研究が想定していなかった規模の災害であり、

将来シナリオの研究の進め方も検討する必要がある。例えば、中長期を対象としていたが、京都議定書

第一約束期間後の対応など、比較的短期的な対応も求められていることから、今後どういう考え方で将

来のエネルギーを選択していくか、中長期だけでなく短期的な選択時に活かせる研究成果を着実に出し

ていけるようにしたい。 

 

 プロジェクト１「将来シナリオと持続可能な社会の構築」に関しては、「地域環境の将来予測パラメ

ーターはグローバルな変動、グローバル経済、国の政策によって大きく変動すると考えられるが、モデ

ルの位置付けをどう考えるのか。」というご意見を頂いた。本研究プログラムで検討するモデルは、世

界、国、地方という階層構造を維持して、それぞれ独立してモデル化を行う（世界と国については既に

構築済み）。それぞれのモデルの結果を他のモデルのインプットとして分析することで、各階層での影

響を考慮することができる工夫をしている。これにより、国際的な枠組みで議論されている将来シナリ

オと整合させるように国内の将来シナリオを記述する、あるいは国内のシナリオに対応するような世界

シナリオを提示し、これを国際的な議論に入力することを予定している。 

 

 プロジェクト２「持続可能なライフスタイルと消費への転換」に関しては、「ライフスタイル提案の

グランドデザインは何か、具体的には地域によって異なるものと考えられる。」および「環境研究に社

会科学のみならず人文科学を含める必要性・可能性はないのか。文化・社会・コミュニティのあり方な

どにおいては、社会科学のさらに外からのインプットがあって良いように思われる。」というご意見を

頂いた。グランドデザインとしては、従来のモノを中心とした分析だけでなく、人々の意識や願望も対

象とし、人々の「暮らし方」全般を対象としている。「個人」だけでなく、「地域」や「社会的集団」と

いう、ある程度まとまった人々の単位でライフスタイルの分析・考察・提案をしていくことが特徴であ

る。また、日本だけでなく、国連環境計画（UNEP）等のプログラムへの参加、中国等アジア圏での調査

実施、各国のライフスタイル研究グループ（英国のサリー大学、オランダのワーゲニンゲン大学など）

とのネットワークの活用によって、ライフスタイルの国際比較を行う中で特徴を明確にしたいと考えて

いる。 

 文化・社会・コミュニティのあり方などについては、人文科学と社会科学（と工学の一部）にまたが

る分野で幅広い研究がなされている。今回、ライフスタイル研究を実施するが、ライフスタイルは非常

に広い概念なので、焦点を絞り「持続可能な消費」という側面からアプローチし、社会科学的な研究プ

ロジェクトと位置付けている。研究の一環として、持続可能な消費に関する文献レビューを通じて、人

文科学的なアプローチも考慮していきたい。  

 

 研究プログラムの成果発信について「具体的な提言や提案を何処へ示し、提出して貢献するのか、ま

た諸外国との連携の場合、相手国への貢献が見える形で評価されるのか示して欲しい。」というご意見

を頂いた。プロジェクト１では、関連政策を立案・実施する行政（国、環境省、地方自治体）への提言

や成果の提供を主として想定しており、プロジェクト２で進めるライフスタイルのシナリオ構築では、

研究成果を広く一般の人々にも提案することを目指している。 

 また、国際連携については、特定の相手国を想定した貢献と、国際的な機関・組織への貢献がある。

前者については、アジアの複数の国を対象として低炭素社会構築のための将来シナリオ開発を各国の行

政担当者や研究者との連携を、地球温暖化研究プログラムと協力して実施している。後者については、

IPCC、気候変動枠組条約の締約国会議などでの国際交渉面と、EMF（エネルギーモデリング・フォーラ

ム）などの国際的な研究ネットワークにおいてもいろいろな立場で貢献している。 

 

１．６ 自己評価 

 従来、主として環境面に重点を置いた将来シナリオ研究を行ってきた。本年 3月 11 日の東日本大震

災時の地震、津波、さらに原発事故による放射性物質の放出や電力不足など、想定外の災害が発生し、

社会、経済、企業活動、国民の意識や生活に大きな影響を与えている。こうした大規模で多様な影響を

もたらす事象を想定できなかったこと、また、経済成長やエネルギー供給にあっては、国の基本的なフ



 
 

レームを前提として将来シナリオ研究を進めてきた。 

 将来シナリオ研究のそもそもの目的は、多様な将来像に対して、どのような行動をとることが必要と

なるかを議論するための材料を提示することであり、単なる将来予測ではない。前提を固定することは、

将来像を描写しやすくなる反面、固定した要素については思考停止の状態になってしまい、いわゆる「想

定外」が起こった場合に無力なものとなる。IPCC への入力を目的とした世界の共通社会経済シナリオで

ある SSP では、極端な社会像についても描写されており、そうした状況から温暖化防止対策を進めるに

はどのような施策が必要となるかということも議論される予定である。こうした点も今後考慮していき

たい。 

 また、国民の環境に対する意識や行動については、継続的に意識調査を実施しているが、大震災後に

実施した意識調査結果から、人々の意識や行動が変化したことが読み取れる。さらに今夏の節電・省エ

ネにも意欲的に取組み、東日本の電力不足を回避できたことは、国民のライフスタイルや意識、行動が

将来シナリオを検討するうえで、今まで以上に重要になってきた。 

 今後、将来シナリオ構築にあたっては、より多様なエネルギー対策と温暖化防止対策のあり方や、国

民のライフスタイルのあり方をより突っ込んで検討して行きたい。すでに、エネルギー供給システムに

注目した試算も大震災対応型研究の一環として開始した。また、中央環境審議会地球環境部会に設置さ

れた 2013 年以降の対策・施策に関する検討小委員会における検討が開始され、そこでの将来シナリオ

作成には、本研究プログラムで得た結果を提供するなど協力を行うことで、将来シナリオをより有意義

なものにしていきたい。 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし    査読あり 

  ７        ５ 

 

４ 

国内       国外 

   ５               ５ 

 

０ 

 



持続可能社会転換方策研究プログラムの概要

PJ1：将来シナリオと持続可能社会の構築

目的： 我が国の中長期の社会・経済・環境のビジョン、そこに至る道筋と施策
を提示し、環境的に持続可能な社会への早期実現に貢献する。

目的： 我が国の中長期の社会・経済・環境のビジョン、そこに至る道筋と施策
を提示し、環境的に持続可能な社会への早期実現に貢献する。

研究内容：
①持続可能社会のあり方、持続可能指標の作
成と適用。
②社会・経済活動、環境に関する叙述シナリオ
の作成。
③持続可能社会評価の社会・経済・環境モデル
開発と将来シナリオの定量化。
④持続可能社会実現に向けたロードマップの作
成。

目的： 将来の社会・経済シナリオと環境シナリ
オを作成し、持続可能な社会の姿とそこに至る
経路や予想される環境問題の特定、さらに、社
会・経済・環境モデルによる定量化（不確実性や
整合性）を行う。

ＰＪ２：持続可能なライフスタイルと消費への転換

研究内容：
①生活変化要因の抽出・設定:   社会調査、統計

解析により生活変化の要因を分析。大震災後の
変化も調査、解析して②、③に反映。
②ライフスタイルのシナリオ作成： 社会の潮流、
価値規範による重層的シナリオ作成。
③家計生産・ライフスタイルのモデル化： 家計
効用最大化モデルによる政策オプションの効果
評価。

目的：持続可能な社会構築に必要なライフスタイ
ルのための対策や社会・経済のあり方を消費の
側面から提示する。

消費生産・産業

社会・経済

国際関係

東日本大震災の社会、経済、
環境、人々への影響を考慮
して研究計画を一部変更
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１． 研究成果の概要 

 

１.１ 研究の概要 

産業・生活・交通等の人間活動の中心である都市において、環境への影響を低減する技術と施策の組

合せを計画してその実現を進める方法論の開発が、環境調和型の社会形成にとって重要な課題となる。

環境計画や環境評価の手法を活用して、都市生活や産業活動の環境性能を高める技術と制度を、地域と

都市・地区のマルチスケールの施策パッケージとして計画する手法の開発とその社会実装によって、地

域や地球の環境問題の改善への貢献とともに経済の活力や暮らしの豊かさを実現する「環境都市」形成

の方法論を開発する研究が国際的な要請となっている。 

本研究プログラムでは、社会・経済活動が集積する都市に対して環境負荷の増大と自然環境劣化の克

服に向けての持続可能な将来シナリオを構築して、そこへ到達する実効的な「都市・地区のロードマッ

プ」を提示するため、環境技術システムを含む計画と評価体系の研究開発を進める。具体的には、水、

エネルギー、資源循環の先進的な基盤や産業を含む環境イノベーション技術システムの研究開発ととも

に、関連する社会制度システムの定式化を進めて、環境都市マネジメントの技術・政策パッケージのデ

様式 3 



ータベースとして形成する。そのうえで都市や地区の経済、環境特性に応じて技術・政策をカスタマイ

ズして適用する「環境ソリューション」プロセスの研究開発を進める。 

これらの一連のプロセス開発を、国内およびアジアで環境モデル都市、地区において産官学連携によ

る実証研究を進めることによって、技術の社会実装プロセスの開発、地区マネジメントシステムとして

の機能高度化の研究、およびモデル地区を中核とする「環境都市」と地域の計画への適用を含むマルチ

ステージの社会展開のガイドラインを構築する。そこで、都市の社会・経済と環境の特性に応じた、環

境負荷の増大と自然環境劣化の克服に向けての将来ターゲットを設計して、そこへ到達する実効的な地

域と都市・地区の環境技術と政策のシステムを描く計画手法と評価体系の研究開発を進める。 

具体的には、水、エネルギー、資源循環を制御する環境イノベーション技術・施策の分析や研究開発

とともに、関連する社会制度システムの定式化を進めて、国内外で展開可能な環境都市マネジメントの

技術・施策パッケージとして形成する。そのうえで都市や地区の経済、環境特性に応じて技術・施策を

カスタマイズして適用する環境技術・施策の計画・設計のプロセスに人間活動から発生する大気汚染、

水質汚濁等とともに環境資源への影響を解析するシミュレーション研究を踏まえた技術・施策システム

による環境ソリューション研究（地域環境研究分野）と人間活動の現況分析・シナリオ開発・モデル評

価を行う社会発展シナリオの研究（社会環境システム研究分野）を結合し、環境質の劣化からの人間活

動への影響および環境質の劣化の予防的回避を制約条件とする解析を含めた、社会費用の小さな都市の

構造とそのガバナンス・システムを見出す分野横断的研究を推進する。 

プロジェクト１では都市・街区スケールで環境効率を高める技術を中核とする「都市－街区・拠点技

術のソリューションの研究」を主眼にする。プロジェクト 2では、その技術・施策のソリューションを

含む、より包括的な都市環境要素を操作変数として地域―都市スケールの長期シナリオとロードマップ

を計画する研究を進める。 

 

 

１.２ 今年度の実施計画概要 

今年度は、第一に低炭素社会や地域循環圏の形成等の都市・地域の将来シナリオの多元的な（コベネ

フィット型の）目標群と、その達成にむけた環境技術と施策を操作変数とする定量的な環境計画とその

評価システムに着手する。都市、地域の特性に応じた環境都市とモデル地区を設計するとともにその効

果を算定することができるシステムのフレームの構築を進める。 

次に、国内とアジアの実在のモデル都市、モデル地区において技術・施策の社会実証研究を進める。

国内とアジアの都市の実際の都市での、環境ソリューション技術・施策システムの効果の検証と機能の

高度化研究に着手して、都市・地域環境施策や街区等の都市・地域の拠点開発事業など、空間的にまと

まった単位で解決する技術・施策（環境都市ソリューションシステム）を都市・地域スケールの環境改

善のパッケージとして設計する手法を開発することによって、国内外の環境都市実現の社会実装プロセ

スを設計するとともに、他都市・地域への展開のガイドラインの構築を進めて、低炭素都市やコベネフ

ィット都市、地域循環圏等の政策実現への貢献を目指す。 

都市・地域空間に関する将来の土地利用転換や基盤整備の分析手法を開発することにより、低炭素や

コベネフィットなどの社会環境ターゲットに応じた都市・地域計画を可能にする戦略的な研究を進める。 

具体的にプロジェクト１では、都市・地区スケールでの環境技術の地区実証研究のフレームとその都

市・社会への転換プロセスに関する検討を進めて、「都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証

プロセス」を構築して、「技術・施策の都市環境ソリューションシステムの計画と評価手法の開発」（サ

ブテーマ１）を進め、具体的な「コベネフィット型環境技術システムの開発と社会実証プロセスの検討」

を進める。 

 プロジェクト２では環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオをメソスケールで構築する研究を進

め、都市・地域空間の動態分析に基づくシナリオ構築手法の開発と環境負荷低減・影響緩和効果の高い

都市・地域空間の評価システムを構築する。 

 

ＰＪ１ 都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証プロセスの構築 

 国内とアジアの都市を対象として、人間活動の特性とともにそこから発生する環境汚染の環境資源へ

の影響をふまえ、社会実証研究を通じて環境負荷の低減と社会経済の改善を同時に実現するコベネフィ

ット型の技術の開発と、技術群と施策をパッケージとして組み合わせる環境ソリューションシステムを

構築して、その計画システムおよび評価方法論を開発することを目的とする。環境シミュレーションと

の連携により、環境技術を含む拠点的な「環境開発」にむけた信頼性の高い計画システムを提供し、計

画の実現による環境負荷の削減を定量化できる評価理論の体系を提供する。具体的な都市における技



術・施策の実証研究とともに、技術システムに加えて実装によりその効果を高めることのできる運用や

制度施策の設計とその事業展開プロセスの構築および効果の評価を行う。 

都市と地域に賦存する環境資源を活用しつつ、社会・経済の地域特性を活かすことによって、都市・

地域の環境課題と社会経済の同時改善を図るコベネフィット型の技術・施策の環境ソリューションシス

テムの評価方法を構築する。地域シナリオ研究や広域環境シミュレーション研究との連携によって、都

市・地域のコベネフィットの環境ターゲットを含む多元的な目標群を構築して、その達成に向けての技

術の評価に基づく合理的な技術・施策パッケージの計画を通じて都市のロードマップを設計する、定量

的な環境計画・評価システムを構築する。 

加えて、コベネフィット都市、街区を実現するうえで重要となる中核的な水浄化・エネルギー、資源

循環について、社会実証研究を通じて、技術の効率改善と社会への適合性を高める技術システムを構築

するプロセスを開発する。さらに相乗性や補完性を持つ環境技術群との組み合わせによるコベネフィッ

ト型環境技術・施策システムをパッケージとして開発する方法論を構築する。 

 都市の総合的かつ実効的な解決策を見出すための産官学連携による調査研究を推進するとともに、そ

の適用の連携ネットワークの形成によって、持続可能な地域環境形成の方法論の提供とその運用を通じ

ての検証及び、合意形成を含む地域環境マネジメントの方法論を構築して、体系的な社会実証のプロセ

スとして開発する。 

 

ＰＪ２ 環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオの構築 

環境的に持続可能な都市・地域の理想像とトレンド予測による将来の空間構造の間には大きなギャッ

プがある。都市・地域の転換には長い期間を要するため、環境都市を確実に成立させるためには、実現

のロードマップを早急に明らかにし、自治体の各種計画に組み込むことが重要である。 

本研究は、地域内人口分布等に着目した人口分布の変動の要因解析を行うことで、実現可能性の高い

空間構造シナリオの構築手法を開発するとともに、空間構造に応じた環境負荷低減・影響緩和策の効果

の違いを評価することで、望ましい空間構造を明らかにし、これらを踏まえて、環境都市の空間構造を

実現するシナリオとロードマップ（いつ、どういう施策を行い、どういう状態を達成するか）を示す。 

その結果として、小地域における将来人口推計の手法を改良することに貢献するとともに、実現可能

性の高い空間構造シナリオの構築手法を提供する。また、環境負荷低減・影響緩和効果の評価を踏まえ

た都市・地域発展シナリオを明らかにすることにより、自治体における環境都市ロードマップの構築に

貢献する。） 

本年度は、男女別五歳階級別３次メッシュ人口を用いて、各都道府県内の過去 25 年間の人口分布の

推移とその変動要因を分析し、メッシュ等の小地域人口推計手法における社会増減の設定方法を改良す

る知見を得る。また、数カ所のケーススタディ地域を対象に、気候変動の緩和・適応、再生可能資源の

利用等を例に、都市・地域の空間構造を反映した環境負荷低減・影響緩和策の簡易評価手法の一部を開

発する。 

 

１.３ 研究予算 

（実績額、単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 累計 

①運営費交付金 ２６．８      

②総合科学技術会議が

示した競争的資金 
３５．６      

③②以外の競争性のあ

る資金(公募型受託費

等) 

      

④その他の外部資金 １５．１      

総額 ７７．５      



１.４ 平成２３年度研究成果の概要（環境都市システム研究プログラム） 

研究プログラ

ム・プロジェク

ト・サブテーマ

平成２３年度の 
目標 平成２３年度の成果（成果の活用状況を含む） 

研究プログラム ①低炭素社会や地

域循環圏の形成等

の都市・地域の将

来シナリオの多元

的な（コベネフィ

ット型の）目標群

と、その達成にむ

けた環境技術と施

策を操作変数とす

る定量的な環境計

画とその評価シス

テム。 
②都市、地域の特

性に応じた環境都

市とモデル地区を

設計するとともに

その効果を算定す

ることができるシ

ステムのフレーム

の構築。 
③国内とアジアの

実在のモデル都

市、モデル地区に

おいて技術・施策

の社会実証研究。 
 

都市を対象とする、低炭素、循環経済の技術・政策を設計してそのシミュレーション評価を推進する研究につ

いて名古屋市、川崎市、つくば市、土浦市で順調に開始することができた。 
アジア都市を対象とする中国瀋陽市研究については環境研究総合推進費で今年度から 3 年間の事業採択を受

けて、中国及びアジアの拠点的な産業都市を対象に、国内のエコタウンをはじめとする循環技術・施策をもとに、

日本発信の循環マネジメントシステムを地域特性に応じて効果的に設計するための定量的な計画・評価システム

を構築する研究に着手した。中国科学院応用生態研究所、および国内の研究機関として大阪大学、名古屋大学、

和歌山大学、国内の自治体や企業との連携を具体化して、エコタウン等の日本国内の先進的な循環技術・制度シ

ステムのインベントリを構築し、アジアの都市の特性に応じた技術パッケージとして展開を支援する学術的手法

の構築を進めた。資源循環・リサイクル技術フローの「リエンジニアリング」プロセスと、技術の運用効率を高

める資源循環の社会制度パッケージの定量的設計プロセスを開発して、中国科学院及び都市行政等との連携でア

ジアの具体的なモデル都市で循環経済都市データベースと技術・制度のシミュレーションプロセスを構築し、地

域の循環特性に応じた実現のガイドラインとしてアジア都市への汎用化し、成果の事業者及び国際政策連携を通

じての国内還元を図る研究を進めている（図１）。9 月 20-23 日にのべ 200 人が参加する循環経済研究交際ワー

クショップと、東アジア環境フォーラム、グリーン成長研究シンポジウムを開催することができ、中国科学院、

瀋陽大学、瀋陽市政府との連携体制を構築することができた。 

 
図１ 瀋陽市を対象とする環境都市システム研究の体制 



異なる都市化と産業化が進むアジア都市としてタイ国バンコク市を対象に、地域環境の中核的な環境技術とし

て省・創エネルギー型都市排水処理システムの開発を行うと共に、社会実証による技術検証と技術効率改善と社

会への適合性の向上を図るために、バンコク都市政府と連携して、地域の特性に対応する適切な下水処理システ

ム開発と、その実装のためのプロセス設計を進めている。 
国内都市の研究では環境研究総合推進費課題（サブテーマを担当）の採択を受けて、名古屋市及び川崎市にお

ける研究を推進している。これらの内容については環境システム研究、環境情報科学などの学術研究への投稿と

ともに、Journal 論文投稿として短期的な成果に繋げている。また、環境省が主催する低炭素社会の中長期ロー

ドマップ地域 WG、地区街区サブ WG、地域循環圏、瀋陽川崎支援、静脈メジャー、環境基本計画などの研究会

に研究情報として出力している。また、内閣府の環境未来都市の選定、総合特区の選定プロセスへ研究発信して

いる。 
これらの国内都市研究と瀋陽市、バンコク市を対象とするアジア都市における研究を連携する研究体制を構築

することができた。 

 
図２ 日本の都市での技術政策シミュレーション研究とアジア都市研究への展開例 



プロジェクト１

「都市の環境技

術・施策システ

ムの評価と社会

実証プロセスの

構築」 

 

都市・拠点地区の

計画支援の複合環

境解析モデルを構

築する。 

地域環境の中核的

な水浄化・エネル

ギー・資源循環技

術として省・創エ

ネルギー型の処理

システムの開発を

進める。 

省・創エネルギー

型の処理技術シス

テムを活用する水

環境規制、排水処

理社会インフラお

よび都市活動、産

業活動のフレーム

を含む社会システ

ムを開発する。 

①温暖化対策や資源循環という地球・広域への環境貢献を地域の環境改善につなげるコベネフィット型の都市の

姿を動的に描くモデルと手法の開発を進めて、資源循環や交通システム、地域エネルギーシステムなどの個別の

都市システムの最適な構造の同定とともに、そこに向けて現在の都市を誘導するための道筋とシナリオ設計研究

を個別の都市との連携で進めた。具体的に川崎市の臨海部を対象に都市の人口変動やコンパクト化、土地利用転

換などの長期の社会的傾向の下での複数のシナリオを設計して、低炭素や資源循環と地域の活性化を実現する空

間構造を見定めて、そこへ導く技術と政策手段を明らかにした。地理情報システムを活用する都市の空間データ

ベースとともに、施策のインベントリおよび技術の定量的情報を産官学連携で構築して、環境都市構築の効果の

ケーススタディとしての算定を行った。国内都市については名古屋大学、アジア都市については中国科学院およ

び国際連合大学との連携を進めた。これらの研究成果の一部は、環境省の温暖化対策地方実行計画マニュアル策

定の準備検討や、国土交通省の長期国土構想、内閣府の環境モデル都市、環境未来都市、総合特区の検討に反映

された。加えて、川崎市や北九州市、水俣市及び中国遼寧省、瀋陽市、タイ国バンコク市等との連携を具体化し

た。 
②中国瀋陽市を対象とする研究では、個別の資源循環や低炭素技術システムを地域条件に合わせて再構築する

「リエンジニアリング」プロセスや、技術の運用効率を高める資源循環のための回収・分別を含む社会制度パッ

ケージの定量的設計プロセス開発を進めた。中国科学院及び瀋陽大学、瀋陽市政府関連部局との連携体制を構築

して都市環境情報データベースと技術・制度のシミュレーションを行った。その結果、日本型の分別回収と産業

施設での代替利用による、有機廃棄物の再生利用による低炭素効果を定量化することができた。 
③アジアで必要な省エネルギーで建設及び運転管理コストの安い水処理技術について、タイ・バンコクでパイロ

ット実証試験を現地の行政機関およびキングモンクット工科大と共同して行った現地においては、この技術の将

来的な普及を目指して関連するデータベース等の構築も開始した。現地における建設・運転管理コストおよび想

定される処理規模の制約条件からスポンジを担体に用いた散水ろ床法を開発対象技術としてタイのバンコク都

下廃水部およびキングモンクット大学との間に共同研究協定を結び、実証試験をバンコク市の Thungkru 下水

処理場で実施することで合意した。試験に供する排水は処理場流入原水を用い、実証試験装置の処理規模は 1
日あたり 1m3 として、装置の設計を経て、12 月上旬の試験開始を目処に装置の製作および組み立てを行った。

上記の共同研究協定に基づき、タイ国内で公表されている統計資料を入手し、生活排水を含む都市排水に関連し

た汚濁負荷発生量のインベントリ作成を開始した。また、実証試験結果の他地域への広範な普及および適応性評

価のために、コンケン大学、アジア工科大学等との研究ネットワーク作りに着手した。なお、今般の洪水により、

実証試験の開始には 2 ヶ月程度の遅延が想定される。 
くわえて、環境省の日中水環境パートナーシップ事業の一環として、急激に都市化が進む中国農村地域への小

規模生活排水処理技術の普及に関する協力事業において、このような日本の環境対策の歴史を伝えると共に、蓄

積してきた技術により現地で処理施設をモデル的に設置して、その適用性を調査した。」 
④中国瀋陽市が立地する遼寧省の経済活動に伴う水需要、汚濁負荷排出量、エネルギー消費量、CO2排出量のイ

ンベントリを作成した。また、これらのインベントリに基づき、遼寧省のウォーターフットプリントおよびカー

ボンフットプリントを評価した。遼寧省では生産活動による水資源消費を把握して、内 43%が域外で間接消費

される（Virtual water export）。また、Virtual water export の 63%は国内貿易に起因する。一方で、遼寧省内



の水資源消費の 32%に相当する水（External Water Footprint）を域外に誘発する構造にあり、その内 77%は

他省の水資源に依存していることが明らかになった。 

プロジェクト２

「環境的に持続

可能な都市・地

域発展シナリオ

の構築」 

過去 6時点の地域

内メッシュ人口分

布の推移を分析

し、動向を明らか

にする。 

空間構造を反映し

た環境負荷低減・

影響緩和策の簡易

評価手法の一部を

開発する。 

都市・地域発展シナリオ研究では、前身の特別研究初年度分の（過去 4 半世紀のメッシュ人口動態および市町

村別自動車 CO2排出量に関する分析の）成果を都市計画学会へ投稿し、2 編の掲載が決定した。この成果を踏ま

えた詳細な分析を継続するとともに、次の展開を目指して詳細人口分布に関する所内セミナーを開催した。また、

低炭素交通戦略に関するリーフレットの英語版の公開、低炭素都市書籍（分担）の英語版の出版、電気自動車普

及に関する論文掲載、ココ知り講演会発表、モビリティロボット特区関連の発表を行った。 
わが国の過去 25 年間の地域内人口分布の推移を分析し、近年起きている市域人口の減少時には分布が偏在化

する傾向が強いこと、その偏在化は人口規模が 200 人未満と小さいメッシュにおける自然減少の寄与が大きい

ことなどの動向を明らかにし、都市計画学会に誌上発表した。今後、これを元に、地域内人口分布の将来推計を

試行する。一方、過去 25 年間の自動車からの CO2 排出量とトリップ長等を全国市町村別に推計し、排出量を

web 公開するとともに、過去の傾向を分析し、近年の乗用車からの CO2 排出量の減少には、排出係数が減少に

転じたことに加えて、大都市において走行量が減少に転じた効果も大きいことを明らかにし、都市計画学会に誌

上発表した。今後、地域内人口分布と交通環境負荷の連関分析を行い、さらに、他の環境負荷低減・影響緩和策

と人口分布の評価にも取り組む。 
また、被災地域を対象にする持続可能な環境地域復興モデル研究を環境省・企業との研究会で開始して、その

内容の一部は研究所の公開シンポジウムおよび「都市計画」の緊急特集号で発表し、被災自治体との連携の協議

を始めることができた。 



 

１.５ 今後の研究展望 

 外部研究評価委員からの「具体的な提言や提案をどこへ示し、提出して貢献するのか、また、諸外国

との連携の場合、相手国への貢献が見える形で評価されるのか示して欲しい」というご意見に対して、

連携体制を再構築した。 

研究プログラムは環境省の温暖化対策地方実行計画の策定マニュアル、地域循環圏のガイドラインな

どへ科学的知見を提供することを環境省担当部局と協議している。また、環境省のエコタウン高度化事

業、内閣府の総合特区選定、環境未来都市の選定及びその支援についての研究出力の活用を想定してい

る。川崎市やつくば市等、総合的な環境研究協定を結ぶ自治体への政策提言とともに、環境省と連携し

ての復興自治体への政策支援も視野に入れる。国際連携についてはすでに国、自治体、研究機関で協定

を締結する中国瀋陽市の生態工業園区の整備、地域の循環政策、低炭素政策への国際専門家としての情

報発信を通じて、地域循環政策、環境都市政策として具体化することを目指しており、静脈メジャー、

コベネフィット都市などの環境省の国際連携政策を支援する相手国への貢献を予定している。 

 「東日本震災復興の都市デザイン、日本全体の将来シナリオへの貢献」へのご期待に対しては、環境

省環境計画課、循環型社会推進室と連携して復興地域づくりの計画支援、適地選定及び効果の算定シス

テムの構築研究を引き続き進めていく。震災後のマクロな社会シナリオの再構築と連携する環境配慮型

の地域設計及び拠点地区の計画を支援する科学的ツールの用意を進めた。 

 国内以外の研究体制について、国総研、産総研などの研究機関との連携とともに、環境研究総合推進

費などの外部資金のプロジェクトについては連携大学院等の大学機関との実質的な連携体制を構築し

て研究を進めた。地方環境研究所との連携を進める都市環境政策の連携を川崎、つくばなどの自治体と

進めるとともに、環境技術の先進企業との連携を拡大する。海外における研究では当地での都市研究を

推進できる国際水準の研究機関（中国科学院、韓国産業公社など）との連携を推進することができた。 

 

１．６ 自己評価 

 今年度からの主体的に参加する競争的資金の確保（総合推進費 2件）はできたものの、その会計手続

きの開始が遅れたことと、環境都市システム研究プログラムとしての交付金の執行金額が限定されてい

ることから、短期的な研究資金の運用に苦慮している。また、耐震工事の関係で、研究スペースの移動

等に大きな時間もとられてきた。環境都市システム研究プログラムは地域環境研究センターとの連携が

必要であり、センター内のプログラム間の連携を合わせて、機動的な研究連携を実施することが今後の

課題となる。 

 

２． 誌上発表及び口頭発表の件数 

（件） 

誌上発表 書籍 口頭発表 特許等 

査読なし    査読あり 

  ８       １３ 

 

４ 

国内       国外 

   ７                ４ 
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研究内容：
①地域循環、低炭素産業、自立エネル
ギー等の環境技術・施策の都市環境ソ
リューションの計画と評価手法を開発
②コベネフィット型環境技術システムの
開発と社会実証プロセスの検討

環境都市システム研究プログラムの概要
（地域環境研究センター・資源循環・廃棄物研究センター等と連携で推進）

（PJ2）環境負荷低減・影響緩和型の

都市・地域発展シナリオの構築

研究内容
①都市・地域空間の動態分析に基づく
シナリオ構築手法を開発
②環境負荷低減・影響緩和効果の高
い都市・地域空間を評価

目的：低炭素、循環型、自然共生、安全
安心等の環境面の制約条件に対応した
都市・地域の空間構造（土地利用・人口
分布と基盤施設）を計画、評価し、過去の
変動要因の解析を踏まえて、その実現シ
ナリオを明らかにする

(PJ1)都市の環境技術・施策ｼｽﾃﾑの

評価と社会実証プロセスの構築

目的：国内とアジアの都市を対象として，
環境負荷の低減と社会経済の改善を同
時に実現するコベネフィット型の技術の
開発と，都市施策の計画評価システム
を開発する社会実装研究を進める。

都市・地区
広域・地域

研究の特長
(都市)社会実装

多元多層境界
環境政策貢献

広域PG（地域環境）

平成23年度の研究出力例

○低炭素・資源循環の環境都市計画支援システムの開発と実用のガイドラインシステム
○産官学連携による環境都市での社会実装研究（川崎市、中国瀋陽市、タイバンコク市他）
○低炭素型の都市排水処理・エネルギー技術開発とその活用の都市・環境政策システム

持続PG（社会環境）

マルチスケール



 
 

様式５ 

研究分野業績リスト 

研究分野名 社会環境システム研究分野 
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